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(証券コード 9006) 

平成22年６月７日 
 
株 主 各 位 
 

東京都港区高輪２丁目20番20号 

京浜急行電鉄株式会社 
取締役社長  石 渡 恒 夫 

 

第89期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。 

 さて、当社第89期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の

議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成22年６月28日（月曜日）午後

５時45分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます｡ 

敬 具 

 

記 

 

１．日   時 平成22年６月29日（火曜日）午前10時 

( 

開会間際は大変混雑いたしますので、お早めにお越し

ください。 

なお、午前９時15分に開場いたします。 ) 

 

２．場   所 東京都港区高輪３丁目13番３号 
ホテルパシフィック東京 １階 萬葉の間 
（末尾ご案内図をご参照ください｡） 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申しあげます。なお、株主総会参考書類ならびに事業報告､ 
計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェ
ブサイト (http://www.keikyu.co.jp/corporate/ir.shtml）に掲載させていただ
きます。 
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３．目 的 事 項 

 

報 告 事 項 １. 第89期 (平成21年４月１日から平成22年３月31日まで) 

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監

査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告につ

いて 

２. 第89期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで) 

計算書類の内容報告について 

 

決 議 事 項 

第１号議案 剰余金の処分について 

第２号議案 取締役15名選任について 

第３号議案 監査役２名選任について 

第４号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職慰労金贈呈につ

いて 

第５号議案 役員賞与の支給について 

第６号議案 当社株式等の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）

の継続について 

 

４．招集にあたっての決定事項 

 

議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日３日前までに、議

決権の不統一行使を行う旨とその理由を書面により当社にご通知ください｡ 

以  上 
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(添付書類） 

 

事 業 報 告 

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

 

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項 

 

１．事業の経過およびその成果 

当期のわが国経済は、一部企業では収益に持ち直しの動きがみられたも

のの、厳しい雇用情勢が続き、個人消費は低迷し、物価も緩やかなデフレ

状況になるなど、引き続き厳しい状況で推移しました。 

このような厳しい事業環境のなか、当社グループでは、資産の効率化に

よる財務基盤の強化ならびに事業の連携および効率化による経営基盤の強

化に全力を傾けました。また、安全・安心、良質なサービスの提供および

社会的課題への取り組みによる沿線価値の向上にも積極的に取り組みました｡ 

この結果、当期の営業収益は3,058億９百万円（前期比3.8％減)、営業利

益は204億８千６百万円（前期比30.3％減)、経常利益は133億８千７百万円 

(前期比38.5％減)となりました。これに、特別損益として固定資産売却益

や固定資産除却損等を計上し、当期純利益は73億６千４百万円 (前期比

3.7％増）となりました。 

次に、事業別の業績についてご報告いたします。 

 

交 通 事 業 

交通事業では、各事業において、安全性のさらなる向上を図りながら、

良質な輸送サービスの提供に努めました。 

鉄道事業では、営業面においては、景気後退の影響等で旅客が減少する

なか、首都圏に至近な立地を活かした沿線への旅客誘致のため地元自治体
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と共同でイベントを実施したほか、航空会社等と共同で企画乗車券を発売

するなど空港線の利用促進を図りました。 

施設面においては、引き続き安全対策を最重要課題とし、安針塚駅～逸

見駅間の法面防護工事や、車両の代替新造、更新工事を行いました。また､ 

安全性の向上、輸送力の増強および交通渋滞の解消を図るため、連続立体

交差化工事を推進し、京急蒲田駅付近では高架化工事を、大師線では地下

化工事を進めました。さらに、駅のバリアフリー化に努め、穴守稲荷駅な

ど９駅でエレベーター、東門前駅など７駅で多機能トイレを新設するなど､ 

利便性の向上を図りました。このほか、本年10月の羽田空港の本格的な国

際化に対応するため、日本の空の玄関口にふさわしい機能を備えた羽田空

港国際線ターミナル駅の建設工事を推進しました。 

なお、本年５月に、京急蒲田駅付近連続立体交差化工事の進捗に伴い、

上り本線および空港線の一部を高架化し、空港アクセスや他社線との乗り

継ぎなどの利便性を高めるダイヤ改正を行いました。 

乗合・貸切自動車事業では、ＥＴＣ利用者を対象とした高速道路料金の

引き下げが実施されるなど、厳しい事業環境のなか、京浜急行バス㈱は、

各路線において、お客さまのニーズにあわせ運行便数を見直したほか、グ

ループ会社へ路線の委託を行うなど、事業の効率化に努めました。また、

羽田空港関連路線において、羽田空港～二子玉川駅線および羽田空港～山

下公園・みなとみらい地区・赤レンガ倉庫線を開業したほか、空港リムジン

バスおよびアクアラインバスの全車両において、バス車内で無線ＬＡＮに

よるインターネット接続サービスを開始するなど、サービスの向上を図り

ました。さらに､ 一般路線において、丘陵地区における交通の不便の解消

を図るため、横浜市金沢区内に路線を新設しました。 

このほか、川崎鶴見臨港バス㈱は、ＪＲ横須賀線の武蔵小杉駅開業にあ

わせて路線を新設し、事業基盤を拡大しました。また、インターネットで

バスの運行状況などを案内するシステムの導入を全営業所において完了し､

利便性の向上を図りました。 
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タクシー事業では、都市部を中心に景気後退の影響を受けましたが、グ

ループの全車両で京急グループポイントサービスを導入し、利用促進に努

めました。 

以上の結果、交通事業の営業収益は1,148億５千万円（前期比2.8％減)、

営業利益は134億９千９百万円（前期比21.6％減）となりました。 

なお、本年４月に、事業環境の変化に対応し、効率的な事業運営を行う

ため、川崎鶴見臨港バス㈱は、臨港グリーンバス㈱から全事業を譲り受け

ました。 

 

不動産事業 

不動産事業では、地価の下落が続く厳しい事業環境のなか、お客さまの

ニーズに対応した商品の提供により、沿線価値の向上に努めました。 

不動産販売業では、当社および京急不動産㈱は、京急ニュータウン金沢

能見台光の街分譲地、京急ニューシティ湘南佐島なぎさの丘分譲地などに

おいて、立地特性を活かした宅地・戸建住宅を引き続き販売したほか、11

月に、油壺京急マリーナに隣接する京急ベイビレジ油壺分譲地の販売を開

始しました。また、京急不動産㈱は、大師線東門前駅前の分譲マンション 

｢フォレシアム」やＪＲ新川崎駅前の分譲マンション「シンカシティステー

ションスイート」を他社との共同事業により販売しました。 

不動産賃貸業では、テナント誘致における競争力を強化するため施設の

改修などに取り組んだほか、前期に竣工した京急開発㈱の賃貸ビル「横浜

イーストスクエア」が、順調に稼働しました。 

以上の結果、前期に大型分譲マンションの売り上げを計上した反動など

もあり、不動産事業の営業収益は298億２千７百万円（前期比16.8％減)、

営業利益は34億８千８百万円（前期比41.5％減）となりました。 
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レジャー・サービス事業 

レジャー・サービス事業では、景気後退の影響を強く受け既存の市場が

縮小するなか、新規顧客の獲得および事業の効率化に努めました。 

ホテル業では、ホテル グランパシフィック ＬＥ ＤＡＩＢＡおよびホテ

ルパシフィック東京は、景気後退等により宿泊客や宴会需要が大幅に減少

する厳しい事業環境のなか、業務のさらなる見直しを行い、経営の効率化

に努めました。また、ホテル グランパシフィック ＬＥ ＤＡＩＢＡで、羽

田空港の本格的な国際化を控え、海外からのお客さまに向けた営業体制の

強化などのため、高層階の客室およびレストランの改装などを行いました｡ 

さらに､ 羽田空港をご利用のお客さまのニーズ等に対応するため、新たに

京急蒲田駅西口および横浜駅東口でビジネスホテル「京急ＥＸイン」の建

設工事を行いました｡ なお､「京急ＥＸイン 浅草橋駅前」につきましては､ 

本年４月に営業を開始しました。このほか、経営の効率化を図るため、三

浦半島地区の観音崎京急ホテル、城ヶ島京急ホテルおよびホテル京急油壺

観潮荘の営業業務の一部を統合しました。 

レジャー施設業では、京急開発㈱は、平和島競艇場で外向発売所を新設

し､ 収益力向上を図りました。 

以上の結果、レジャー・サービス事業の営業収益は442億２百万円 (前期

比9.8％減)、営業損失は８億４千７百万円（前期は営業利益５億４千７百

万円）となりました。 

なお、長年ご愛顧いただきましたホテルパシフィック東京は、本年９月

末日をもって閉館します。閉館後の建物は、品川地区の再開発計画の進捗

状況等も総合的に勘案し、ビジネスホテル、店舗等として、当面、活用し

ます。 
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流 通 事 業 

流通事業では、景気後退により節約志向が一段と高まるなど、厳しい事

業環境のなか、グループ間での連携等により地域特性にあわせた営業活動

に努めました。 

百貨店業では、㈱京急百貨店は、商品構成の見直し等を行い、事業環境

に適応した営業活動を展開しました。また、国のエコポイント制度の交換

商品に自社商品券が選ばれたことを活かし営業促進に努めました。 

ストア業では、生活必需品の大幅な価格低下の影響などを受けたものの､ 

前期にグループ会社化したユニオネックス㈱は、ウィング久里浜などグルー

プ内施設への出店等によりグループ間の相乗効果を高めたほか、ヨコサン

上町店の移転やヨコサン追浜店のリニューアルを実施するなど収益力の強

化に努めました。また、㈱京急ストアは、久里浜店をリニューアルし、駅

直結の利便性をさらに高めるとともに、商品構成を高質化するなど積極的

な営業活動を展開しました。 

物品販売業では、㈱京急ステーションコマースは、駅の利便性向上を図

るため、駅売店の運営について㈱セブン－イレブン・ジャパンと業務提携

しました。 

以上の結果、流通事業の営業収益は1,128億８百万円（前期比9.1％増)、

営業利益は４億３千５百万円（前期比56.7％減）となりました。 

 

その他事業 

その他事業では、景気後退の影響を受け、各社とも厳しい事業環境とな

りました。 

京急建設㈱および京急電機㈱は、引き続き鉄道の安全対策工事などを施工

しましたが、前期に大型工事が竣工した反動などもあり、減収となりました｡ 

以上の結果、その他事業の営業収益は599億７千５百万円（前期比12.0％

減)､ 営業利益は36億９千９百万円（前期比14.7％減）となりました。 
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２．設備投資等の状況 

当期中において実施した設備投資等の総額は796億８千７百万円で、その

主なものは次のとおりであります。 

 

(1) 完成した主要設備 
 

鉄道事業 

【当社】 

  電車新造工事（新1000形 32両） 

  電車更新工事（600形 16両） 
 

電車改造工事
 (1500形 12両、600形 ８両､ 

2100形 16両 ) 
  交通事業 
乗合・貸切自動車事業 

【京浜急行バス株式会社】 

  バス新造（乗合 73両） 

【川崎鶴見臨港バス株式会社】 

  営業所用地の取得 

  バス新造（乗合 25両） 

レジャー・ 
サービス事業 

ホテル業 

【当社】 

  ビジネスホテル建設工事（京急ＥＸイン 浅草橋駅前) 

 

(2) 継続中の主要設備の新設、拡充 
 

交通事業 

鉄道事業 

【当社】 

  駅新設工事（羽田空港国際線ターミナル駅） 

  高架橋耐震補強工事（横浜駅～南太田駅間） 

  京急蒲田駅付近高架化工事 

  大師線地下化工事 第１期 

  駅務機器更新工事  

レジャー・ 
サービス事業 

ホテル業 

【当社】 

  ビジネスホテル建設工事 

(京急ＥＸイン 蒲田（仮称) 
京急ＥＸイン 横浜駅東口（仮称）) 
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３．資金調達の状況 

当社グループの当期末の社債、借入金およびコマーシャル・ペーパーの

残高は、5,264億６千８百万円となり、前期末に比べ275億８千２百万円増

加しました。 

 

４．対処すべき課題 

当社グループは、安全の確保をすべての事業の根幹として位置づけてお

り、基幹事業である交通事業はもちろん、グループすべてのサービスと商

品を安心してご利用いただくための取り組みを、継続的に実施してまいり

ます。 

また、当社グループの重要な戦略拠点である品川、羽田空港、川崎、横

浜、三浦半島地区において、新規事業の推進、既存事業の再構築および営

業強化等により、沿線価値のさらなる向上に努めてまいります。 

さらに、コーポレート・ガバナンス体制の一層の強化を図るとともに、

コンプライアンスの重視、環境対策、地域社会への貢献など、社会的課題

につきましても積極的に取り組んでまいります。 

これらの経営課題への具体的な取り組みは、次のとおりであります。 

 

(1) 事業環境の変化に対応した経営の変革 

国内の経済情勢は、一部企業では収益に持ち直しの動きがみられたも

のの、依然として厳しい状況が続いており、また、中長期的には沿線の

人口減少も予想されております。このような厳しい事業環境のなか、当

社グループは、引き続き持続的な成長を目指すため、各事業について今

後一層の選択と集中に取り組むとともに、変化に柔軟に対応できる企業

体質への変革を推進してまいります。 

 

(2) 安全・安心なサービス・商品の提供 

当社グループは、すべての事業で安全・安心を最優先し、その確保に

全力を傾けてまいります。 

鉄道事業では、安全管理体制を強化し、従業員へ安全意識の徹底を図

るとともに、橋梁改良、トンネル補修、法面防護などにより防災対策を

推進するほか、車両の新造、更新等においても安全性の向上に留意し、

安全輸送の確保および旅客サービスの向上に努めてまいります。また、
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利便性向上と混雑緩和を図るため、他社線との連絡駅である仲木戸駅と

杉田駅のホームを延伸し、８両編成の「エアポート急行」を新設しまし

たが、今後さらにラッシュ時間帯の混雑緩和を図ってまいります。この

ほか、踏切除去による安全性の向上や交通渋滞の解消を図るため、京急

蒲田駅付近の高架化工事および大師線の地下化工事につきましても、計

画どおりの完成を目指して鋭意推進してまいります。 

当社グループは、鉄道のほか、バス、タクシー、ホテル、レジャー、

流通など、日々多くのお客さまをお迎えしておりますので、安全・安心

なサービス・商品の提供を最優先してまいります。 

 

(3) 羽田空港を中心とした事業展開 

羽田空港は、本年10月の再拡張により、国内ネットワークの充実に加

え、国際定期便が就航するなど、大幅な機能強化が図られる予定です｡ 

羽田空港への交通アクセスを担う当社グループは、総力を挙げて羽田空

港を中心とした事業展開を行ってまいります。 

鉄道事業では、羽田空港の本格的な国際化にあわせ、羽田空港国際線

ターミナル駅を本年10月に開業いたします。また、京急蒲田駅付近の上

り線高架化に伴いダイヤ改正を実施し、｢エアポート快特」による品川駅

から羽田空港駅までのノンストップ運転を開始しました。さらに、横浜

方面から羽田空港に直通する ｢エアポート急行」を新設し、羽田空港へ

のアクセス向上を図りました。今後も、京急蒲田駅付近の下り線高架化

の推進により、さらなる利便性の向上を図ってまいります。 

乗合・貸切自動車事業では、引き続き、路線の新設・充実による羽田

空港アクセスの強化に努めてまいります。また、深夜・早朝時間帯に就

航する予定の国際線を利用されるお客さまのため、鉄道アクセス補完機

能の強化を検討するなど、さらなる利便性の向上を図ってまいります。 

レジャー・サービス事業では、ホテル グランパシフィック ＬＥ ＤＡ

ＩＢＡにシティホテルの経営資源を集中し、羽田空港の本格的な国際化

に向けて、海外からのお客さまへの営業活動を強化してまいります。ま

た、ビジネスホテル「京急ＥＸイン」の店舗網の拡充を図り、利便性の

向上と収益力の強化に努めてまいります。 
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(4) 沿線価値の向上 

鉄道事業では、安全・安定運行に努めるとともに、運行形態など戦略

的なダイヤ編成を行うことで、通勤・通学およびショッピング・レジャー

等の利便性向上を図ってまいります。また、すべてのお客さまに使いや

すい駅を実現するため、全駅のバリアフリー化を進めてまいります。 

乗合・貸切自動車事業では、新規路線の開拓やダイヤ改正によって旅

客サービスの向上に努め、一層の収益基盤の強化に取り組んでまいります｡ 

不動産販売業では、三浦半島をはじめ沿線の保有資産を活用し､ 自然

と調和した分譲地開発を行うほか、大師線港町駅に直結する大規模マン

ションの販売活動を予定するなど、当社沿線を中心に少子高齢化やライ

フスタイルの変化に適応した魅力ある住まいを提供してまいります。 

不動産賃貸業では、沿線を中心に展開している賃貸施設の競争力を強

化するため、優良な立地を活かした新規施設の展開を検討するとともに､ 

既存施設の設備改修を進め、魅力あるテナントの誘致を積極的に行って

まいります。 

また、大規模な再開発が計画されている品川駅周辺地区につきまして

は、グループで保有する駅やショッピングセンター、賃貸ビルなどの資

産価値の最大化のため、引き続き行政や周辺の地権者などと協力して再

開発計画に参画し、安定的な収益基盤の確立を目指してまいります。な

お、ホテルパシフィック東京の建物等の資産につきましては、ホテル閉

館後、一部改装のうえ、ビジネスホテル、店舗等として、当面、活用し

てまいります。今後、品川地区再開発計画の進捗にあわせて、活用方法

を検討してまいります。 

レジャー・サービス事業では、立地特性を活かしたシティホテル、リ

ゾートホテルおよびレジャー施設などによる営業展開を進め、収益力の

強化、新たな顧客層の獲得に努めてまいります。 

流通事業では、国内景気の低迷による雇用情勢の悪化などにより、消

費マインドが収縮しており、非常に厳しい事業環境となっておりますが､ 

沿線地区を中心に新規出店を行い、沿線を中心としたお客さまの利便性

の向上に努めてまいります。また、百貨店、ストア、ショッピングセン

ターなどで、お客さまの多様なニーズに対応するため、品揃えの充実や

売場改装などを行うほか、㈱セブン－イレブン・ジャパンとの業務提携

による「駅ナカ」の活性化も積極的に進め、収益の向上に努めてまいり

ます。 

このほか、ＩＣカード乗車券「ＰＡＳＭＯ」と京急カードとの連携サー
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ビスや、ＰＡＳＭＯ電子マネー、京急グループポイントサービスの一層

の利用拡大を図ることにより、お客さまの利便性を高め、新たな価値を

創造してまいります。 

 

(5) 企業の社会的責任に対する取り組み 

当社グループは、今後も、コーポレート・ガバナンス体制の一層の強

化による経営の透明性・健全性の確保を図るとともに、コンプライアン

スを重視した経営、環境対策、地域社会への貢献などに取り組んでまい

ります。 

コーポレート・ガバナンス体制といたしましては、法令に従い取締役

が相互に職務執行を監督しているほか、高い独立性を有する社外取締役

と社外監査役が、法令はもちろん社会規範を順守する視点からも経営を

監視しております。また、グループ全体で法令順守の理念の実現に向け､ 

グループ一体となったコンプライアンス体制の構築・強化を図ることな

どにより、業務の適正性の確保に努めております。さらに、金融商品取

引法に基づく内部統制報告制度への取り組みを一層強化し、財務報告の

信頼性向上を図るとともに、情報セキュリティの強化に努めてまいります｡ 

環境対策につきましては、引き続き、環境負荷に配慮した鉄道車両や

バス車両の導入および保有ビルの省エネ化など、様々な環境対策に取り

組んでまいります。また、宅地開発等の推進にあたり、緑地の保全に努

め、自然環境保護と沿線価値の向上の両立を図ってまいります。このほ

か、バリアフリー化の推進、障がい者の雇用促進、沿線観光資源への旅

客誘致など、地域社会への貢献にも努めてまいります。 

 

当社グループは、経済および社会環境の変化に柔軟に対応し、必要に応

じて事業再編、組織改革を図るとともに、経営資源の有効活用、グループ

資産効率の最大化を目指し、グループ経営力を高め、財務体質および競争

力の強化を図ってまいります。 

これらの課題への取り組みを通して、地域に根ざした企業として都市生

活を支え、社会の発展に貢献するとともに、企業価値の最大化に努めてま

いります。 
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５．財産および損益の状況の推移 

(1) 企業集団の財産および損益の状況の推移 
 

区  分 
平成18年度 
第86期 

平成19年度 
第87期 

平成20年度 
第88期 

平成21年度 
(当期)第89期 

営業収益(百万円) 325,071 314,335 317,875 305,809 

当期純利益(百万円) 12,530 13,408 7,101 7,364 

１株当たり当期純利益(円) 24.02 25.55 13.54 13.35 

総資産(百万円) 859,427 879,372 916,106 980,348 

 

(2) 当社の財産および損益の状況の推移 
 

区  分 
平成18年度 
第86期 

平成19年度 
第87期 

平成20年度 
第88期 

平成21年度 
(当期)第89期 

営業収益(百万円) 127,074 123,192 110,299 102,488 

当期純利益(百万円) 6,031 8,838 4,462 3,640 

１株当たり当期純利益(円) 11.56 16.84 8.51 6.60 

総資産(百万円) 768,677 796,739 833,296 894,801 
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６．重要な親会社および子会社の状況 

(1) 親会社との関係 

該当事項はありません。 

 

(2) 重要な子会社の状況 
 

会 社 名 資 本 金
当社の 
出資比率

主要な事業内容 

 百万円 ％  

京浜急行バス株式会社 5,000 100 旅客自動車運送業 

川崎鶴見臨港バス株式会社 180 100 旅客自動車運送業 

京急不動産株式会社 1,000 77.9 不動産業 

株式会社京急パシフィックホテルズ 495 100 ホテル業 

京急開発株式会社 1,000 100 競艇場・レジャー施設の経営 

株式会社京急百貨店 100 99.0 百貨店業 

株式会社京急ストア 507 100 ストア業 

 

当社の連結子会社は上記７社を含めた73社（前期比２社減）であり、

持分法適用会社は４社（前期比１社増）であります。当期の営業収益は

3,058億９百万円、当期純利益は73億６千４百万円となりました。 
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７．主要な事業内容 

当社グループは、当社線沿線を中心に、交通事業、不動産事業、レジャー・

サービス事業、流通事業、その他事業を展開しております。 
 
(1) 交 通 事 業 

 
事 業 の 内 容 主 要 な 会 社 名 

鉄道事業 当社、㈱京急ステーションサービス、京急鉄道施設㈱ 

乗合・貸切自動車事業 
 

京浜急行バス㈱、川崎鶴見臨港バス㈱、羽田京急バス㈱、東洋
観光㈱ 

タクシー事業 京急交通㈱、京急横浜自動車㈱ 
 
(2) 不動産事業 

 
事 業 の 内 容 主 要 な 会 社 名 

不動産販売業 当社、京急不動産㈱ 

不動産賃貸業 当社、京急不動産㈱、京急開発㈱ 
 
(3) レジャー・サービス事業 

 
事 業 の 内 容 主 要 な 会 社 名 

旅行業 京急観光㈱ 

ホテル・旅館・飲食業 
 

当社、㈱京急パシフィックホテルズ、㈱ホテル京急、㈱ホテル
グランパシフィック、京急開発㈱ 

レジャー施設・ゴルフ場業 
 

当社、京急開発㈱、㈱市原京急カントリークラブ、㈱葉山マリー
ナー 

水族館・遊園地業 当社、㈱京急油壺マリンパーク 

広告代理業 ㈱京急アドエンタープライズ 
 
(4) 流 通 事 業 

 
事 業 の 内 容 主 要 な 会 社 名 

百貨店業 ㈱京急百貨店 

ストア業 ㈱京急ストア、ユニオネックス㈱ 

ショッピングセンターの経営 ㈱京急ショッピングセンター 

物品販売業 ㈱京急ステーションコマース、㈱京急ハウツ 
 
(5) その他事業 

 
事 業 の 内 容 主 要 な 会 社 名 

建設・土木・造園業 京急建設㈱ 

輸送用機器修理業 ㈱京急ファインテック 

電気設備工事業 京急電機㈱ 

ビル管理業 京急サービス㈱ 

情報処理業 ㈱京急システム 

自動車教習所業 ㈱京急自動車学校、㈱鴨居自動車学校 
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８．主要な事業所等 

 
会 社 名 主要な事業所、施設等 

当社 
(本社：東京都港区) 

【鉄道事業】 
営業路線87.0km、駅数72駅、車両数774両（客車766両、貨車８両) 

 【不動産販売業】 
営業所１か所（東京都港区） 

 【不動産賃貸業】 
京急第１・２・７ビル、上永谷京急ビル、久里浜京急ビル、 
ＹＲＰ５番館 

 【ホテル・旅館・飲食業】 
観音崎京急ホテル（神奈川県横須賀市） 

 【水族館・遊園地業】 
京急油壺マリンパーク（神奈川県三浦市） 

京浜急行バス㈱ 
(本社：東京都港区) 

【乗合・貸切自動車事業】 
一般路線317系統、空港連絡路線など129系統、都市間高速路線
９系統、営業路線計3,522.7km、車両数767両（乗合757両、貸切
10両） 

川崎鶴見臨港バス㈱ 
(本社：神奈川県川崎市) 

【乗合・貸切自動車事業】 
一般路線118系統、空港連絡路線など23系統、営業路線計395.2km、
車両数332両（乗合323両、貸切９両） 

京急不動産㈱ 
(本社：東京都港区) 

【不動産販売業】 
営業所10か所（東京都１か所、神奈川県９か所） 

㈱京急パシフィック
ホテルズ 
(本社：東京都港区) 

【ホテル・旅館・飲食業】 
ホテルパシフィック東京（東京都港区） 
ホテル グランパシフィック ＬＥ ＤＡＩＢＡ（東京都港区） 

京急開発㈱ 
(本社：東京都大田区)

【不動産賃貸業】 
横浜イーストスクエア（神奈川県横浜市） 
【レジャー施設・ゴルフ場業】 
平和島競艇場、ＢＩＧ ＦＵＮ平和島（東京都大田区） 

㈱京急百貨店 
(本社：神奈川県横浜市) 

【百貨店業】 
京急百貨店（神奈川県横浜市） 

㈱京急ストア 
(本社：東京都港区) 

【ストア業】 
スーパーマーケットおよびコンビニエンスストアなど28店舗 
（東京都３店舗、神奈川県25店舗） 
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９．従業員の状況 

 
 従業員数 前期末比増減数 

企 業 集 団 9,465名 111名増 

当     社 1,498名 18名増 
 
(注) 企業集団および当社の従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は含まれており

ません。また、企業集団の従業員数には、持分法適用会社の従業員数は含まれてお

りません。 

 

10．主要な借入先 

 
借 入 先 借 入 額 

百万円 

株式会社日本政策投資銀行 137,308 

日本生命保険相互会社 29,581 

株式会社みずほコーポレート銀行 22,360 

中央三井信託銀行株式会社 21,102 

みずほ信託銀行株式会社 20,834 

住友信託銀行株式会社 20,287 

株式会社横浜銀行 16,990 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 14,354 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 13,517 
 
(注) 上記にはシンジケートローンによる借入額（総額52,080百万円）は含まれておりま

せん。 
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Ⅱ 会社の株式に関する事項 

 

１．発行可能株式総数 1,800,000,000株

 

２．発行済株式の総数 551,429,592株(自己株式 91,502株を除く｡) 

 

３．株 主 数 28,627名

 

４．大 株 主 

 
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

千株 ％ 

日本生命保険相互会社 34,978 6.34 

株式会社横浜銀行 18,716 3.39 

第一生命保険相互会社 18,000 3.26 

株式会社みずほコーポレート銀行 14,936 2.70 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 13,205 2.39 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(中央三井信託銀行退職給付信託口） 

10,977 1.99 

明治安田生命保険相互会社 10,500 1.90 

西武鉄道株式会社 10,257 1.86 

資産管理サービス信託銀行株式会社 
退職給付信託 みずほ信託銀行口 

9,432 1.71 

住友信託銀行株式会社 7,653 1.38 
    
(注) 1. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。 

2. 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井信託銀行退職給付信託

口）の持株数10,977千株は、中央三井信託銀行株式会社が同行へ委託した退職

給付信託の信託財産であり、議決権の行使については、中央三井信託銀行株式

会社が指図権を留保しております。なお、中央三井信託銀行株式会社は、この

ほかに、当社の株式382千株を所有しております。 

3. 第一生命保険相互会社は、平成22年４月１日に第一生命保険株式会社になりま

した。 
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Ⅲ 会社の新株予約権等に関する事項 

 

１．当事業年度末日における新株予約権の状況 

該当事項はありません。 

 

２．当事業年度中に交付した新株予約権の状況 

該当事項はありません。 

 

３．その他新株予約権等に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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Ⅳ 会社役員に関する事項 

 

１．取締役および監査役の氏名等 
 

氏  名 地位および担当 重要な兼職の状況 
 こ   たに       まさる 

小 谷  昌 
 
取締役会長 
(代表取締役) 

 
横浜新都市センター株式会社取締役社長 
横浜新都市サービス株式会社取締役社長 
日本空港ビルデング株式会社社外取締役 
花月園観光株式会社社外取締役 
株式会社ルミネ取締役（非常勤） 
株式会社東急エージェンシー社外取締役 
株式会社エヌケービー取締役（非常勤） 
 

いし  わた  つね   お 

石 渡 恒 夫 
 
取締役社長 
(代表取締役) 
グループ業務監査部担当

 
社団法人神奈川経済同友会代表幹事 
株式会社ぐるなび社外監査役 
東海汽船株式会社社外取締役 
株式会社さいか屋社外取締役 
株式会社東急レクリエーション社外取締役 
東急車輛製造株式会社社外取締役 
 

 さ   とう  まさ  ひろ 

佐 藤 昌 弘 
 
専務取締役 
地域開発本部長 
 

 

おお  つか  ひろ  ゆき 

大 塚 宏 幸 
 
専務取締役 
鉄道本部長 
管財部担当 
 

 

いし  づか       まもる 

石 塚  護 
 
専務取締役 
都市生活創造本部長 
 

 

うえ   だ   なお  ひろ 

植 田 尚 裕 常務取締役 株式会社京急パシフィックホテルズ取締役社長 

いち  かわ しょう  じ 

市 川 昭 司 常務取締役 株式会社京急百貨店取締役社長 

たに  ざわ  みき   お 

谷 澤 幹 男 常務取締役 京浜急行バス株式会社取締役社長 

 た   ぐち       わたる 

田 口  弥 
 
取締役 

 
公益財団法人ニッセイ文化振興財団理事長 
株式会社ニッセイ基礎研究所取締役会長 
財団法人東京オペラシティ文化財団理事長 
三菱瓦斯化学株式会社社外監査役 
 

いま   い        まもる 

今 井   守 取締役 株式会社京急ストア取締役社長 

はら   だ   かず  ゆき 

原 田 一 之 
 
取締役 
鉄道本部事業計画推進部長
人事部担当 
 

 

 た   なか  しん  すけ 

田 中 伸 介 
 
取締役 
総務部長 
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氏  名 地位および担当 重要な兼職の状況 

こく しょう       しん 

國 生   伸 
 
取締役 
グループ戦略部長 
経理部担当 
 

 

 お   ぐら  とし  ゆき 

小 倉 俊 幸 
 
取締役 
鉄道本部蒲田連立・空港線担当部長
 

 

 み   とみ  とし   お 

三 富 利 夫 取締役 京急建設株式会社取締役社長 

みや  ざわ  かず  のり 

宮 沢 和 徳 取締役 京浜急行バス株式会社専務取締役 

もり        かつ  ひこ 

森  勝 彦 常勤監査役  

ほし   の   こう  いち 

星 野 幸 一 常勤監査役  

はま   だ   くに   お 

濱 田 邦 夫 監査役 弁護士 

いし   い   かず   ま 

石 井 一 眞 
 
監査役 

 
第一生命保険相互会社取締役常務執行役員 
大和自動車交通株式会社社外監査役 
  

(注) 1. 取締役三富利夫氏および宮沢和徳氏は、平成21年６月26日開催の第88期定時株
主総会において、新たに選任された取締役であります。 

   2. 当期中の取締役の地位の異動は、次のとおりであります。 
 

氏   名 新 旧 異動年月日 

大 塚 宏 幸 専務取締役 常務取締役 平成21年６月26日 

石 塚  護 専務取締役 常務取締役 〃 

植 田 尚 裕 常務取締役 取締役 〃 

市 川 昭 司 常務取締役 取締役 〃 

谷 澤 幹 男 常務取締役 取締役 〃 
 
   3. 当期中に退任した取締役および監査役は、次のとおりであります。 
 

退任時の地位 氏   名 退任の事由 退任年月日 

専務取締役 坂 巻 武 彦 任 期 満 了 平成21年６月26日 

監査役 佐 藤 道 夫 〃 〃 
 

4. 取締役田口弥氏は、社外取締役であります。 
5. 常勤監査役森勝彦氏、監査役濱田邦夫氏および石井一眞氏は、社外監査役であ

ります。 
6. 財団法人東京オペラシティ文化財団は、平成22年４月１日に公益財団法人東京

オペラシティ文化財団になりました。 
7. 第一生命保険相互会社は、平成22年４月１日に第一生命保険株式会社になりま

した。 
8. 取締役田口弥氏、常勤監査役森勝彦氏および監査役濱田邦夫氏は、東京証券取

引所から確保が義務付けられた独立役員として同取引所に届け出ております｡ 
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２．取締役および監査役の報酬等の額 

(1) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額 

取 締 役 17名 269百万円  

監 査 役 ５名 56百万円  
 

(注) 1. 上記の報酬等の額のうち、社外役員５名の報酬等の額は40百万円であり
ます。 

2. 上記には、平成21年６月26日開催の第88期定時株主総会終結の時をもっ
て退任した取締役１名および監査役１名（うち社外監査役１名）が含ま
れております。 

3. 上記の取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含
まれておりません。 

4. 上記の取締役の報酬等の額には、第89期定時株主総会議案「役員賞与の
支給について」が承認された場合の、取締役賞与の支給予定総額80百万
円が含まれております。 

 
(2) 当事業年度において取締役および監査役が受けた退職慰労金の額（上

記(1)の報酬等の額を除く｡） 

取 締 役 １名 32百万円  

監 査 役 １名 11百万円  
 

(注) 上記の退職慰労金の額のうち、社外役員１名の退職慰労金の額は11百万円で
あります。 

 
(3) 社外役員が当社の子会社から当事業年度において役員として受けた報

酬等の総額 

該当事項はありません。 
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３．社外役員に関する事項 

(1) 取締役 田口 弥 

イ．重要な兼職先と当社との関係 

公益財団法人ニッセイ文化振興財団は、当社の株主である日本生命

保険相互会社の出捐により設立された財団法人であります。株式会社

ニッセイ基礎研究所は、当社の株主である日本生命保険相互会社の子

会社であります。財団法人東京オペラシティ文化財団および三菱瓦斯

化学株式会社と当社との間に特別の関係はありません。 

ロ．主要取引先等特定関係事業者との関係 

該当事項はありません。 

ハ．当事業年度における主な活動状況 

当事業年度の取締役会13回開催中11回に出席し、主に生命保険会社

および資産運用会社の元代表取締役としての経験を活かした発言を適

宜行っております。 

ニ．責任限定契約の内容の概要 

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額と

なります。 

 

(2) 監査役 森 勝彦 

イ．重要な兼職先と当社との関係 

該当事項はありません。 

ロ．主要取引先等特定関係事業者との関係 

該当事項はありません。 

ハ．当事業年度における主な活動状況 

当事業年度の取締役会13回開催中すべてに、また、監査役会６回開

催中すべてに出席し、主に都市銀行の元取締役、地方銀行の元代表取

締役としての経験を活かした発言を適宜行っております。 

ニ．責任限定契約の内容の概要 

責任限定契約を締結しておりません。 
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(3) 監査役 濱田 邦夫 

イ．重要な兼職先と当社との関係 

該当事項はありません。 

ロ．主要取引先等特定関係事業者との関係 

該当事項はありません。 

ハ．当事業年度における主な活動状況 

当事業年度の取締役会13回開催中12回、また、監査役会６回開催中

すべてに出席し、主に元最高裁判所判事、弁護士としての経験を活か

した発言を適宜行っております。 

ニ．責任限定契約の内容の概要 

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額と

なります。 

 

(4) 監査役 石井 一眞 

イ．重要な兼職先と当社との関係 

第一生命保険相互会社は、当社の株主で、当社と保険契約等の取引

を行う関係にあります。大和自動車交通株式会社と当社との間に特別

の関係はありません。 

ロ．主要取引先等特定関係事業者との関係 

該当事項はありません。 

ハ．当事業年度における主な活動状況 

当事業年度の取締役会13回開催中12回、また、監査役会６回開催中

５回に出席し、主に生命保険会社の取締役としての経験を活かした発

言を適宜行っております。 

ニ．責任限定契約の内容の概要 

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額と

なります。 
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Ⅴ 会計監査人の状況 

 

１．会計監査人の名称 

  新日本有限責任監査法人 

 

２．責任限定契約の内容の概要 

  該当事項はありません。 

 

３．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 (1) 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 91百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、また、実質的にも

区分できないため、これらの合計額を記載しております。 

 
 
 (2) 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 117百万円

 

４．非監査業務の内容 

該当事項はありません。 

 

５．会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、

原則として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場

合には、次のとおり対応します。 

(1) 取締役会は、監査役会の同意を得て、当該会計監査人の解任または不

再任を株主総会の目的事項として提案します。 

(2) 監査役会は、監査役会規程に則り、当該会計監査人の解任または不再

任を株主総会の目的事項として提案することを取締役会に請求し、取締

役会は審議のうえ適切に対処します。 
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Ⅵ 会社の体制および方針 

 

１．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制その他業務の適正を確保するための体制 

当社グループは、｢都市生活を支える事業を通して、新しい価値を創造し、

社会の発展に貢献する」という経営理念に基づき事業を展開し、｢地域密

着・生活直結」型企業集団として、企業価値の最大化を目指しております。

これらを達成するために、業務の適正を確保するための体制の構築強化を

図っており、その内容の概要は、次のとおりであります。 

 

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを

確保するための体制 

コンプライアンス規程、京急グループ・コンプライアンス指針および

京急グループ・役員および従業員行動基準に基づく教育を定期的に実施

することにより、順法意識を高め、適法かつ適正に事業活動を行う。ま

た、職務執行が法令、定款および社内規程に適合することを確保するた

め、取締役間の意思疎通を図り、相互に監督を行う。このほか、市民社

会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨み、

不当要求には、断固として拒絶する。 

グループ業務監査部は、各部門、各グループ会社の内部統制体制の仕

組みおよび役職員の職務執行の状況を監査する。 

また、グループ業務監査部および弁護士を通報窓口とする内部通報制

度を整備し、企業活動の健全性を確保する。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役の職務執行に関する文書その他の情報については、文書整理規

程に基づき、適切に保存および管理する。取締役および監査役は、これ

らの文書等を随時閲覧できる。 
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

公共交通機関を中心に事業を行う当社の社会的責任を踏まえ、サービ

ス・商品の安全・安心を確保するため、京急グループ危機管理規程に基

づき、平時から安全対策に積極的に取り組むとともに、万一の事故や災

害等の発生に備え、各種対応方法を整備する。また、危機発生時に、グ

ループ全体の情報を集約・共有することにより、危機のすみやかな収拾

と再発防止を図る。 

さらに、グループ全体のリスク情報を管理するため、各部門は当社事

業に係るリスク情報を把握するとともに、職制および業務分掌規程に基

づき所管する各グループ会社のリスク情報を把握し、損失の最小化を図

るため、対策を講じる。 

このほか、グループ業務監査部は、各部門および各グループ会社のリ

スク管理体制についての監査を行う。 

各部門が把握するリスク情報については、グループ全体のリスク情報

として集約し、グループ・コンプライアンス協議会において情報の共有

化を図る。 

 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

中期経営計画および年度予算に基づいて各部門の職務執行を管理する

ほか、取締役会規程および会議付議基準に基づき、取締役会から常務会

への権限委譲を行うことにより、効率的な職務執行を行う。また、職制

および業務分掌規程、および職務権限規程に基づき、各部門・各職位の

責任と権限を明確にすることにより、適正かつ効率的な職務執行を行う｡ 

 

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制 

各部門は、所管する各グループ会社の業務を管理するほか、グループ

業務監査部は、監査規程に基づき、グループ全体の業務が適法かつ適正

に行われているか監査する。 

また、グループ会社運営規程に基づき、グループ会社の経営に関する

重要事項について当社取締役会または常務会での承認を義務づけ、グ

ループ全体のガバナンス構築に努める。 
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このほか、グループ会社社長との連絡会を定期的に開催し、グループ

としての経営方針の徹底と経営情報の共有化を図るとともに、すべての

子会社において、内部統制に関する取締役会決議を行う等により、グルー

プ全体の内部統制体制を確保する。 

さらに、当社グループの全従業員が利用できる内部通報制度を整備し､ 

グループ全体の企業活動の健全性を確保する。 

また、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度に対応し、財務報告

の信頼性を確保するとともに、透明性の高い経営体制の構築に努める。 

 

(6) 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項 

監査役の職務執行を補助すべき専属のスタッフ（監査役スタッフ）を

配置する。 

 

(7) 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役スタッフの任免、異動などの人事については、監査役と事前に

協議する。 

 

(8) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制 

監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するとともに、随時回覧

される重要な稟議書類により、当社および当社グループに関する業務に

ついての報告を受ける。 

また、グループ業務監査部は、内部通報の状況について、監査役に報

告する。 

 

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、取締役と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監

査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について、意見を交換

するとともに、会計監査人とも定期的に会合をもつなど、緊密な連携を

保ち、積極的に意見および情報の交換を行う。 
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２．株式会社の支配に関する基本方針 

(1) 基本方針の内容 

近年、わが国の資本市場においては、対象となる会社の取締役会との

十分な協議や合意などを経ることなく、突如として一方的に大量の株式

買付を行うという現象が起きております。当社は、このような株式の大

量買付行為であっても、安全性を最優先するとともに、沿線地域の発展

のため、グループが連携して事業を行い、相乗効果を図るという当社の

グループ経営を十分に理解し、企業価値・株主の皆様の共同の利益の確

保・向上に資するものであれば、これを一概に否定するものではありま

せん。また、当然のことですが、株式会社の経営権の移転を伴う買収提

案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべき

ものと考えております。 

しかしながら、株式の大量買付行為のなかには、①企業価値・株主共

同の利益に侵害をもたらすもの、②株主に株式の売却を事実上強要する

おそれのあるもの、③対象会社の株主や取締役会が、買付の条件等につ

いて検討するための、十分な時間や情報を提供しないもの、④対象会社

の取締役会が、代替案を提案するための、十分な時間や情報を提供しな

いもの、⑤対象会社が、買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き

出すために、買付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価

値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

したがって、当社株式の大量買付を行う者は、株主の皆様の判断のた

めに、必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、かつ、一定

の検討期間が経過した後にのみ当該大量買付行為を開始すべきである、

と当社は考えております。 

 

(2) 取組みの具体的な内容 

イ．会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針

の実現に資する特別な取組み 

当社グループは、｢都市生活を支える事業を通して、新しい価値を創

造し、社会の発展に貢献する」ことを経営理念として、鉄道、バスな

どの交通事業を中心に、不動産、ホテル、レジャー、流通などの事業
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を展開し、良質なサービスと商品の提供を行っております。これらの

事業を通して、｢地域密着・生活直結」型企業集団として当社線沿線を

中心にグループ経営を発展・強化し、企業価値の最大化を目指してま

いります。 

当社グループは、安全の確保をすべての事業の根幹として位置づけ

ており、基幹事業である交通事業はもちろん、グループすべてのサー

ビスと商品を安心してご利用いただくための取り組みを、継続的に実

施してまいります。 

また、当社グループの重要な戦略拠点である品川、羽田空港、川崎､ 

横浜、三浦半島地区において、新規事業の推進や既存事業の再構築お

よび営業強化等により、沿線価値のさらなる向上に努めてまいります｡  

さらに、コーポレート・ガバナンス体制の一層の強化を図るととも

に、コンプライアンスの重視、環境対策、地域社会への貢献など、社

会的課題につきましても積極的に取り組んでまいります。 

ロ．基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取組み 

当社は、平成21年６月26日開催の第88期定時株主総会において、株

主の皆様にご承認をいただき、｢当社株式等の大量取得行為に関する対

応策（買収防衛策)」(以下「本プラン」といいます｡）を導入しており

ます。 

本プランは、(ｲ)当社が発行者である株式等について、保有者の株式

等保有割合が20％以上となる買付等、または(ﾛ)当社が発行者である株

式等について、公開買付に係る株式等の株式等所有割合およびその特

別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付（以下 

｢買付等」といいます｡）を対象とします。 

本プランは、当社株式等に対する買付等がなされた際に、当該買付

等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会

が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、買付等を行う

者または提案する者（以下「買付者等」といいます｡）との間で株主の

皆様のために交渉を行うことなどを可能とするものであります。また､ 

上記基本方針に反し、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を毀



〆≠●0 
01_0182001102206.doc 
京浜急行電鉄㈱様 招集 2010/05/21 20:28印刷 29/30 

― 31 ― 

損する買付等を阻止し、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を

確保・向上させることを目的としております。 

当社の株式等について買付等が行われる場合、当該買付者等には、

買付内容等の検討に必要な情報および本プランに定める手続きを順守

する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、当社

経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会は、買付者等か

ら提出された情報や、当社取締役会が必要に応じて提出する意見や根

拠資料、当該買付等に対する代替案について、評価・検討します。独

立委員会は、必要に応じて外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買

付等の内容の精査・検討、買付者等との協議・交渉、代替案の検討、

株主の皆様に対する情報開示等を行います。 

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を順守しなかっ

た場合、または当該買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉の

結果、当該買付等が当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に対す

る明白な侵害をもたらすおそれのある買付等であるなど、本プランに

定める要件のいずれかに該当し、新株予約権の無償割当てを実施する

ことが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、新株

予約権の無償割当てを実施することを勧告します。本新株予約権は、

金１円を下限とし、当社株式１株の時価の50％相当額を上限とする金

額の範囲内で、当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別

途定める価額を払い込むことにより、原則として、当社普通株式１株

を取得することができるものですが、買付者等による権利行使が認め

られないという行使条件が付されています。また、当社が買付者等以

外の者から当社株式と引き換えに新株予約権を取得することができる

旨の取得条項が付されております。当社取締役会は、独立委員会の勧

告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施または不実施等の

決議を行います。当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議

の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、すみやか

に情報開示を行います。 

本プランの有効期間は、本定時株主総会終結の時までですが、当該

有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランを廃
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止する旨の決議が行われた場合、または、当社取締役会により本プラン

を廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止

されることになります。 

本プラン導入後であっても、新株予約権の無償割当てが実施されて

いない場合、株主の皆様に直接具体的な影響が生じることはありま

せん。他方、新株予約権の無償割当てが実施された場合、株主の皆様

が新株予約権行使の手続を行わないと、その保有する株式の価値が希

釈化することになります（ただし、当社が当社株式を対価として新株

予約権の取得を行った場合、買付者等以外の株主の皆様は、その保有

する当社株式の希釈化は生じません｡)。 

 

(3) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

上記(2)に記載した様々な取り組みは、当社のグループ経営を具現化し､

企業価値・沿線価値の向上に資する具体的施策として策定されたもので

あり、当社の基本方針に沿うものです。 

また、本プランは、①経済産業省および法務省が発表した買収防衛策

に関する指針の要件をすべて充足していること、②株主共同の利益の確

保・向上の目的をもって導入されていること、③株主意思を重視するも

のであること、④独立性の高い社外者によって構成される独立委員会の

判断を重視し、同委員会の判断概要については必要に応じて株主の皆様

に情報開示をすること、⑤あらかじめ定められた合理的かつ客観的な要

件が充足されなければ発動されないように設定されていること、⑥独立

委員会は、当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができること、

⑦当社株主総会または取締役会により、いつでも廃止することができる

ことなどにより、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性

を有しているため、株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、ま

た、当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
(平成22年３月31日現在)

 

科    目 金 額 科    目 金 額 
 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
コマーシャル・ペーパー
１年内償還予定の社債
未 払 法 人 税 等
繰 延 税 金 負 債
前 受 金
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他 の 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債 
社 債
長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
長期前受工事負担金
そ の 他

 

百万円 
 

266,188 
52,038 

135,583 
10,000 
30,202 
4,406 

7 
5,211 
1,186 
142 
416 

26,993 
530,895 
70,768 

279,914 
1,056 
6,750 
772 

143,473 
28,159 

負 債 合 計 797,084 
 

(純 資 産 の 部) 
株 主 資 本 
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金

少数株主持分 
 

 
 

181,914 
43,738 
44,157 
94,096 

△   79 
935 
935 
414 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受取手形及び売掛金 
商 品 及 び 製 品 
分 譲 土 地 建 物 
仕 掛 品 
原材料及び貯蔵品 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 

建物及び構築物 
機械装置及び運搬具 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
そ の 他 

無 形 固 定 資 産 
の れ ん 
そ の 他 

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
長 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 

 

 

百万円

190,389
69,608
14,337
2,642

89,812
3,903
595

2,714
6,868

△   92

789,958
705,585
278,949
41,041

143,317
235,082

7,194
11,013
5,618
5,395

73,359
37,544
2,538
8,561

25,280
△  565

純 資 産 合 計 183,264 

資 産 合 計 980,348 負 債 純 資 産 合 計 980,348 
 
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

 

科       目 金       額 

 百万円 百万円 

営 業 収 益  305,809 

営 業 費   

運輸業等営業費及び売上原価 250,402  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 34,920 285,322 

営 業 利 益  20,486 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 448  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 87  

そ の 他 1,216 1,753 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 8,219  

そ の 他 632 8,852 

経 常 利 益  13,387 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 4,763  

受 取 補 償 金 3,060  

工 事 負 担 金 等 受 入 額 1,921  

関 係 会 社 整 理 益 550 10,295 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 2,771  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,743  

固 定 資 産 圧 縮 損 1,921  

事 業 整 理 損 1,152 8,589 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  15,093 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,847  

法 人 税 等 調 整 額 1,844 7,692 

少 数 株 主 利 益  37 

当 期 純 利 益  7,364 
 
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで) 

 
 

株 主 資 本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 

前 期 末 残 高 
百万円

43,738
百万円

44,158
百万円

88,862
百万円 

△   2
百万円 

176,756 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △ 3,308 △ 3,308 

当 期 純 利 益 7,364 7,364 

連 結 範 囲 の 変 動 △   9 △   9 

持分法の適用範囲の変動 1,188 △  12 1,175 

自 己 株 式 の 取 得 △  69 △  69 

自 己 株 式 の 処 分 △  ― 6 6 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額 ) 
0 

当 期 変 動 額 合 計 0 △  ― 5,234 △  76 5,158 

当 期 末 残 高 43,738 44,157 94,096 △  79 181,914 

 

 
 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 

その他有価証券評価差額金
少 数 株 主 持 分 純 資 産 合 計 

前 期 末 残 高 
百万円

△  159
百万円

466
百万円 

177,063 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △ 3,308 

当 期 純 利 益 7,364 

連 結 範 囲 の 変 動 △   9 

持分法の適用範囲の変動 1,175 

自 己 株 式 の 取 得 △  69 

自 己 株 式 の 処 分 6 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額 ) 
1,095 △  52 1,043 

当 期 変 動 額 合 計 1,095 △  52 6,201 

当 期 末 残 高 935 414 183,264 

 
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 注 記 表 
 
(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 

１．連結の範囲に関する事項 

  連結子会社は73社で、京浜急行バス㈱、川崎鶴見臨港バス㈱、京急不動産㈱、㈱京急パシフィッ

クホテルズ、京急開発㈱、㈱京急百貨店、㈱京急ストアほか66社であります。 

  当社では、すべての子会社を連結の範囲に含めております。当連結会計年度において、京急新橋地

下駐車場㈱は、平成21年４月１日付で㈱京急ショッピングセンターに吸収合併されております。 

  また、連結子会社であった三浦ディーエスダブリュ㈱は、平成22年２月26日付で清算結了となっ

たため、連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

  持分法適用の関連会社は４社で、横浜新都市センター㈱、㈱ルミネウィングほか２社であります。 

  当連結会計年度において、株式の追加取得に伴い、横浜新都市センター㈱を新たに持分法の適用

範囲に含めております。 

  持分法非適用の関連会社は、追浜駅前ビル㈱であり、当期純損益（持分に見合う額）および利益

剰余金（持分に見合う額）等に重要な影響を及ぼさないため、持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、㈱京急エルベフーズ、㈱京急ステーションアシスト、㈱京急マリーンフーズ

の決算日は12月31日、㈱京急ストア、㈱京急システムの決算日は１月31日、㈱京急百貨店、㈱京急

ステーションコマース、㈱京急友の会、㈱京急ビルテック、㈱京急フレッシュワン、㈱京急ウィズ、

ユニオネックス㈱の決算日は２月28日であります。 

連結計算書類の作成にあたっては、当該決算日現在の計算書類を使用しております。 

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  イ 有価証券の評価基準及び評価方法   

     満期保有目的の債券  償却原価法（利息法） 

     その他有価証券   

      時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております｡) 

      時価のないもの  移動平均法による原価法 

  ロ たな卸資産の評価基準及び評価方法  

     分譲土地建物  個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

     未成工事支出金  個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

     その他  主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 
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 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  イ 有形固定資産（リース資産を除く)  当社 定率法 

ただし、鉄道事業固定資産の構築物の一部（取替

資産）については、取替法を採用しております。 

また、付帯事業固定資産のうち、上大岡京急ビル

については、定額法を採用しております。 

  連結子会社 建物   主として定額法 

      建物以外 主として定率法 

  なお、当社および連結子会社は、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く｡）に

ついては、定額法を採用しております。 

  ロ 無形固定資産（リース資産を除く)  定額法 

なお、自社利用のソフトウェアの減価償却方法

は、定額法を採用しており、耐用年数は見込利用可

能期間に基づき５年としております。 

  ハ リース資産  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

ものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理を採用しております。 

 (3) 鉄道事業における工事負担金等の会計処理 

当社では、鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や地下化工事等を行うにあたり、地

方公共団体等から工事費の一部として工事負担金等を受けております。 

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原

価から直接減額して計上しております。 

なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定

資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、貸倒見積額を計上しております。 

  ロ 賞与引当金 

    連結子会社は主として、従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

  ハ 役員賞与引当金 

    役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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  ニ その他の引当金 

    バスカード未利用額引当金 

     発券時に収益認識したバスカードの将来の利用に備えるため、バスカードの未使用額のう

ち将来の利用見込額を計上しております。 

  ホ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

また、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用計上しております。過去勤

務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15年）による

定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 

  へ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 (5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  イ 収益および費用の計上基準 

   (イ)ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

     リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

   (ロ)完成工事高および完成工事原価の計上基準 

     当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基

準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっており

ます。 

     (会計方針の変更） 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、一定の基準に該当する工事について

は工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、｢工

事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12月27日）および「工事契約

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当

連結会計年度から適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度末ま

での進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。 

 なお、当該変更に伴う当連結会計年度の損益に与える影響額は軽微であります。 

  ロ 消費税等の会計処理 

    消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．のれんおよび負ののれんの償却に関する事項 

  のれんおよび負ののれんの償却については、その投資効果の発現する期間（５～20年）を合理的

に見積もり、均等償却しております。 
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(連結貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

 (1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 158,298百万円

機械装置及び運搬具 32,969百万円

土地 59,120百万円

その他の有形固定資産 1,932百万円

合計 252,321百万円

 (2) 担保に係る債務 

長期借入金（１年以内返済予定額12,122百万円を含む｡） 

137,270百万円

    なお、宅地建物取引業法に基づき有価証券および投資有価証券76百万円、前払式証票の規制

等に関する法律に基づき投資有価証券41百万円を供託等しております。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 520,157百万円
 
３．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

 127,058百万円

（うち、鉄道事業における工事負担金等累計額 125,456百万円)

４．保証債務 

 (1) 借入金保証 
 

区 分 金 額 

東京私鉄自動車協同組合 10百万円
 
 (2) その他の保証 
 

区 分 金 額 

提携ゴルフローン 11百万円

 

(連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数 
 

株式の種類 前連結会計年度末(株) 増加（株) 減少（株) 当連結会計年度末(株) 

普通株式 551,521,094 0 0 551,521,094 

２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 
 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 

  （百万円）
１株当たり配当額

（円）
基 準 日 効力発生日 

平成21年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 1,654 3.0 平成21年３月31日 平成21年６月29日 

平成21年11月11日 
取締役会 

普通株式 1,654 3.0 平成21年９月30日 平成21年12月２日 
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 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   次のとおり決議を予定しております。 
 

決  議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
  (百万円)

１株当たり配当額
     (円)

基 準 日 効力発生日 

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 1,654 3.0 平成22年３月31日 平成22年６月30日 

 

(金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

   当社グループは、資金運用については短期的な預金に限定し、また、資金調達については銀行

等金融機関からの借入のほか、社債やコマーシャル・ペーパーの発行による方針であります。 

 (2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

   営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客および取引先の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、社内規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、

主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。 

   有価証券および投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主

に業務上の関係を有する企業の株式であります。 

   営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

   借入金および社債は、主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の

変動リスクに晒されております。 

   また、営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されておりますが、適切に資金繰計画を作成

することなどの方法により管理しております。 

 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

  平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれて

おりません。((注)２を参照） 
 

 
連結貸借対照表
計上額(＊) 

(百万円)

時  価(＊) 
(百万円) 

差  額 
(百万円) 

(1) 現金及び預金 69,608 69,608 0 

(2) 受取手形及び売掛金 14,337 14,337 0 

(3) 有価証券および投資有価証券  

  満期保有目的の債券 1 1 0 

  その他有価証券 15,164 15,164 0 

(4) 支払手形及び買掛金 (52,038) (52,038) (0) 

(5) 短期借入金 (98,368) (98,368) (0) 

(6) コマーシャル・ペーパー (10,000) (10,000) (0) 

(7) 社債 (100,970) (103,776) (2,806) 

(8) 長期借入金 (317,129) (321,261) (4,132) 
 
 (＊) 負債に計上されているものについては、( ）で示しております。 

 

(注) １ 金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(3) 有価証券および投資有価証券 

これらの時価については、主に市場価格によっております。 

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金、(6) コマーシャル・ペーパー 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(7) 社債 

社債の時価は、主に市場価格に基づき算定しております。 

(8) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

２ 非上場株式（連結貸借対照表計上額22,389百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、｢(3) 有価証券および投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

３ 社債および長期借入金に係る連結貸借対照表計上額および時価については、それぞれ１年

内償還予定の社債および１年内に返済予定の長期借入金を含めております。 
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 (追加情報) 

 当連結会計年度から「金融商品に関する会計基準｣（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）

および「金融商品の時価等の開示に関する適用指針｣（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３

月10日）を適用しております｡ 

 

(賃貸等不動産に関する注記) 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

  当社および一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を

含む｡）を有しております。 

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項 
 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

時  価 
（百万円） 

62,166 144,652
 
(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２ 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑

定評価書に基づく金額、その他の物件については、一定の評価額や適切に市場価額を反映

していると考えられる指標に基づく金額であります。 

 (追加情報) 

 当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第20号 

平成20年11月28日）および「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

１株当たり純資産額 331.61円

１株当たり当期純利益 13.35円
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貸 借 対 照 表 
(平成22年３月31日現在)

 

科    目 金 額 科    目 金 額 
 

(負 債 の 部) 
流 動 負 債 
短 期 借 入 金
コマーシャル・ペーパー
１年内償還予定の社債
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
預 り 連 絡 運 賃
預 り 金
前 受 運 賃
前 受 金
前 受 収 益
役 員 賞 与 引 当 金
その他の流動負債

固 定 負 債 
社 債
長 期 借 入 金
役員退職慰労引当金
長期前受工事負担金
その他の固定負債

 

百万円 
 

263,062 
135,030 
10,000 
30,000 
44,260 
3,276 
263 
437 
902 

4,233 
316 
819 
80 

33,442 
512,530 
70,000 

278,273 
479 

143,473 
20,304 

負 債 合 計 775,592 
 

(純 資 産 の 部) 
株 主 資 本 
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金
 

 
 

118,058 
43,738 
40,362 
17,861 
22,501 
34,023 
6,665 

27,358 
2,050 

25,308 
△   66 

1,150 
1,150 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
未 収 運 賃 
未 収 金 
未 収 消 費 税 等 
短 期 貸 付 金 
分 譲 土 地 建 物 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
その他の流動資産 
貸 倒 引 当 金 

 
 
 

固 定 資 産 
鉄道事業固定資産 
付帯事業固定資産 
各事業関連固定資産 
建 設 仮 勘 定 
投資その他の資産 

関 係 会 社 株 式 
投 資 有 価 証 券 
長 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産 
その他の投資等 
投資評価引当金 
貸 倒 引 当 金 

百万円

151,820
54,688

586
2,470
1,084
6,039

81,872
2,484
1,297
1,299

△   ―

742,981
243,945
143,018

5,123
236,770
114,124
43,603
29,644
21,301
8,853

21,542
△ 4,072
△ 6,748

純 資 産 合 計 119,208 

資 産 合 計 894,801 負 債 純 資 産 合 計 894,801 
 
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

 

科       目 金       額 

 百万円 百万円 

鉄 道 事 業   

営 業 収 益 77,416  

営 業 費 66,570  

営 業 利 益  10,845 

付 帯 事 業   

営 業 収 益 25,072  

営 業 費 23,001  

営 業 利 益  2,071 

全 事 業 営 業 利 益  12,917 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,980  

そ の 他 の 収 益 711 2,691 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 8,317  

そ の 他 の 費 用 341 8,659 

経 常 利 益  6,948 

特 別 利 益   

特 別 配 当 金 2,816  

工 事 負 担 金 等 受 入 額 1,588  

固 定 資 産 売 却 益 210 4,615 

特 別 損 失   

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,668  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,000  

固 定 資 産 圧 縮 損 1,588  

固 定 資 産 除 却 損 674  

関 係 会 社 整 理 損 242 7,175 

税 引 前 当 期 純 利 益  4,389 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  17 

法 人 税 等 調 整 額  730 

当 期 純 利 益  3,640 
 
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

 
 

株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 
 

資 本 金 
資本準備金

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合 計

利益準備金
別途積立金

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合 計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

前 期 末 残 高 43,738 17,861 22,501 40,362 6,665 2,050 24,976 33,691 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当  △ 3,308 △ 3,308 

当 期 純 利 益  3,640 3,640 

自 己 株 式 の 取 得    

自 己 株 式 の 処 分  △  ― △  ―   

株主資本以外の項目の 

当期変動額 (純額 ) 
   

当 期 変 動 額 合 計 0 0 △  ― △  ― 0 0 331 331 

当 期 末 残 高 43,738 17,861 22,501 40,362 6,665 2,050 25,308 34,023 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

 
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

その他有価証券 
評価差額金 

純資産合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

前 期 末 残 高 △   2 117,790 102 117,893 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △ 3,308 △ 3,308 

当 期 純 利 益 3,640 3,640 

自 己 株 式 の 取 得 △  69 △  69 △  69 

自 己 株 式 の 処 分 6 6 6 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額 ) 
1,047 1,047 

当 期 変 動 額 合 計 △  63 268 1,047 1,315 

当 期 末 残 高 △  66 118,058 1,150 119,208 

  
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 
(重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

  イ 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

  ロ その他有価証券   

     時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております｡) 

     時価のないもの  移動平均法による原価法 

 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    分譲土地建物  個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下による簿価切下げの方法） 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産  定率法 

   ただし、鉄道事業固定資産の構築物の一部（取替資

産）については、取替法を採用しております｡ 

 なお、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く｡）および付帯事業固定資産のうち

上大岡京急ビルについては、定額法を採用しており

ます。 

 (2) 無形固定資産  定額法 

   なお、自社利用のソフトウェアの減価償却方法は、

定額法を採用しており、耐用年数は見込利用可能期間

に基づき５年としております。 

３．鉄道事業における工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や地下化工事等を行うにあたり、地方公共団体等

から工事費の一部として工事負担金等を受けております。 

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価

から直接減額して計上しております。 

なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の

取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。 

４．引当金の計上基準 

 (1) 投資評価引当金 

市場価格が形成されていない株式について、実質価額を適正に評価するため投資先の財政状態

等を勘案し、健全性の観点から計上を要すると認められる金額を計上しております。 

 (2) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、貸倒見積額を計上しております。 
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 (3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

５．収益および費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

 リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

(貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

 (1) 担保に供している資産 

イ 鉄道事業固定資産 241,169百万円

ロ 付帯事業固定資産 11,151百万円

 (2) 担保に係る債務 

   長期借入金（１年以内返済予定額12,122百万円を含む｡） 

 137,270百万円
 
２．有形固定資産の減価償却累計額 425,829百万円

３．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

 125,461百万円

    (うち、鉄道事業における工事負担金等累計額 125,456百万円)

４．事業用固定資産 

有形固定資産 388,329百万円

 土地 115,352百万円

 建物 102,887百万円

 構築物 133,171百万円

 車両 25,755百万円

 その他 11,160百万円

無形固定資産 3,757百万円
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５．保証債務 

 (1) 借入金保証 
 

区 分 金 額 

京浜急行バス㈱ 38百万円
 
 (2) その他の保証 
 

区 分 金 額 

提携ゴルフローン 11百万円
 
６．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 7,171百万円

長期金銭債権 19,857百万円

短期金銭債務 43,499百万円

長期金銭債務 3,392百万円

 

(損益計算書に関する注記） 

１．営業収益 102,488百万円

２．営業費 89,571百万円

   運送営業費および売上原価 46,005百万円

   販売費および一般管理費 13,959百万円

   諸税 6,410百万円

   減価償却費 23,196百万円

３．関係会社との取引高 

   営業収益 12,955百万円

   営業費 26,201百万円

   営業取引以外の取引高 25,952百万円

 

(株主資本等変動計算書に関する注記） 

 当事業年度末における自己株式の種類及び総数 
 

株式の種類 前事業年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度末(株) 

普通株式 3,805 96,475 8,778 91,502 
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(税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

  退職給付引当金 4,394百万円

  貸倒引当金 2,734百万円

  減損損失 2,165百万円

  投資評価引当金 1,657百万円

  繰越欠損金 434百万円

  その他 1,563百万円

 繰延税金資産小計 12,949百万円

 評価性引当額 △2,009百万円

 繰延税金負債との相殺額 △789百万円

 繰延税金資産合計 10,150百万円

繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額金 789百万円

 繰延税金資産との相殺額 △789百万円

 繰延税金負債合計 0百万円

 繰延税金資産の純額 10,150百万円
 

 

(リースにより使用する固定資産に関する注記） 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、無形固定資産の一部については、所有権移転外ファイナン

ス・リース契約により使用しております。 

１．リース物件の取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取得原価相当額 
   (百万円) 

減価償却累計額相当額 
      (百万円) 

期末残高相当額 
   (百万円) 

鉄道事業固定資産 259 158 100 
 
２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 52百万円

１年超 50百万円

合計 102百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 支払リース料 52百万円

 減価償却費相当額 51百万円

 支払利息相当額 ―百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 
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(関連当事者との取引に関する注記） 

子会社及び関連会社等 
 

種 類 会社等の名称 
議決権等の 
所有(被所有)割合

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額
(百万円)

科 目 
期末残高 
(百万円) 
 (注３) 

短期資金の貸付
(注１) 

7,216 短期 
貸付金 

5,300 

長期資金の貸付
(注１) 

2,750 長期 
貸付金 

1,500 

子会社 京急不動産㈱ (所有) 
直接  78％
間接  22％

資金の貸付 
 

利息の受取 
(注１) 

85   

子会社 ㈱京急パシフィック
ホテルズ 

(所有) 
直接 100％

建物等の賃貸 
役員の兼任 

建物等の賃貸 
(注２) 

2,574 ― ― 

子会社 ㈱京急百貨店 (所有) 
直接  99％
間接   1％

建物等の賃貸 
役員の兼任 

建物等の賃貸 
(注２) 

2,904 預り 
保証金 

975 

 
取引条件および取引条件の決定方針等 

(注１) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、

担保は徴しておりません。 

(注２) 市場実勢を勘案して、合理的に決定しております。 

(注３) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。 

 

(１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 216.18円

１株当たり当期純利益 6.60円
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
  

 

平成22年５月13日 

京浜急行電鉄株式会社 

 取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 木 村  聡 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 橋 爪 輝 義 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、京浜急行電鉄株式会社の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に

ついて監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、京浜急行電鉄株式会社及び連結子会社から成る企業集

団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以  上 
 

 



〆≠●0 
02_0182001102206.doc 
京浜急行電鉄㈱様 招集 2010/05/21 2:35印刷 20/22 

― 52 ― 

会計監査人の監査報告書謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
  

 

平成22年５月13日 

京浜急行電鉄株式会社 

 取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 木 村  聡 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 橋 爪 輝 義 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、京浜急行電鉄株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第89期事業年度の計算書類、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附

属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係

る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以  上 
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監査役会の監査報告書謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第89期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況お

よび結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役および使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の

環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および

使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状

況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なもの

として会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取

締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監査いたしました。 

 なお、財務報告に係る内部統制については、取締役および使用人等ならびに新日

本有限責任監査法人から当該内部統制の評価および監査の状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。 

 事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針および各取り組みに

ついては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討

を加えました。子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通およ

び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方

法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書について検討いた

しました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監査するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました｡また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査

に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該

事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および

個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしま

した。 
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２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

 一 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。 

 二 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。 

 三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、財務報告

に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。 

 四 事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針および各取り組

みについては、指摘すべき事項は認められません。当該基本方針に基づく取り

組みは、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものではないと認めます。 

 (2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果 

  会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認

めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認

めます。 
 

平成22年５月18日 
 

京浜急行電鉄株式会社 監査役会 

常勤監査役  森   勝 彦 ㊞ 

常勤監査役  星 野 幸 一 ㊞ 

監 査 役  濱 田 邦 夫 ㊞ 

監 査 役  石 井 一 眞 ㊞ 

 
(注) 常勤監査役森勝彦、監査役濱田邦夫および監査役石井一眞は、会社法第２条第16号および第335条第３

項に定める社外監査役であります。 

 
 

以  上 



〆≠●0 
03_0182001102206.doc 
京浜急行電鉄㈱様 招集 2010/05/21 20:28印刷 1/29 

― 55 ― 

株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 

 

第１号議案 剰余金の処分について 
 
当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営上の最重要政策と位置づけ､ 

安定した配当の継続を基本とし、業績や財務状況等を勘案して配当を行う方

針としております。 

当期の期末配当につきましては、株主の皆様の日頃のご支援、ご期待にお

応えするため、次のとおりといたしたいと存じます。 

 

期末配当に関する事項 

 

１．株主に対する配当財産の割り当てに関する事項およびその総額 

  当社普通株式１株につき金３円  総額 1,654,288,776円 

   なお、中間配当金として１株につき３円をお支払いしておりますの

で、当期の年間配当金は１株につき６円となります。 

２．剰余金の配当が効力を生じる日 

  平成22年６月30日 
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第２号議案 取締役15名選任について 

 
取締役全員（16名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますの

で、取締役15名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

取締役候補者は、次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏    名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の 
株式の数 

１ 

      こ    たに         まさる 

小 谷   昌 
 

(昭和７年11月13日生) 

昭和31年４月 当社入社 

昭和60年６月 当社取締役 

昭和63年６月 当社常務取締役 

平成２年６月 当社専務取締役 

平成５年６月 当社取締役副社長 

平成７年６月 当社代表取締役（現在） 

平成９年６月 当社取締役社長 

平成17年６月 当社取締役会長（現在） 

（重要な兼職の状況） 

取締役社長  横浜新都市センター株式会社 

取締役社長  横浜新都市サービス株式会社 

社外取締役  日本空港ビルデング株式会社 

社外取締役  花月園観光株式会社 

取締役（非常勤) 株式会社ルミネ 

取締役（非常勤) 株式会社エヌケービー 

157,942株 

２ 

     いし   わた   つね    お 

石 渡 恒 夫 
 

(昭和16年４月５日生) 

昭和39年４月 当社入社 

平成７年６月 当社取締役 

平成11年６月 当社常務取締役 

平成15年６月 当社専務取締役 

平成15年６月 当社代表取締役（現在） 

平成17年６月 当社取締役社長（現在） 

（重要な兼職の状況） 

代表幹事   社団法人神奈川経済同友会 

社外監査役  株式会社ぐるなび 

社外取締役  東海汽船株式会社 

社外取締役  株式会社さいか屋※１ 

社外取締役  株式会社東急レクリエーション 

社外取締役  東急車輛製造株式会社 

150,450株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の 
株式の数 

３ 

     いし   づか         まもる 

石 塚   護 
 

(昭和21年３月８日生) 

昭和43年４月 当社入社 

平成17年６月 当社取締役 

平成17年６月 当社都市生活創造本部長（現在) 

平成19年６月 当社常務取締役 

平成21年６月 当社専務取締役（現在） 

（重要な兼職の状況） 

社外取締役  株式会社さいか屋※２ 

65,248株 

４ 

     うえ    だ    なお   ひろ 

植 田 尚 裕 
 

(昭和21年８月27日生) 

昭和45年４月 当社入社 

平成15年６月 当社取締役 

平成20年４月 株式会社京急パシフィックホテ

ルズ取締役社長（現在） 

平成21年６月 当社常務取締役（現在） 

（重要な兼職の状況） 

取締役社長  株式会社京急パシフィックホテ

ルズ 

56,000株 

５ 

      た    ぐち         わたる 

田 口   弥 
 

(昭和21年３月16日生) 

平成14年３月 日本生命保険相互会社取締役副

社長 

平成15年６月 当社取締役（現在） 

平成17年３月 日本生命保険相互会社取締役 

平成21年12月 公益財団法人ニッセイ文化振興

財団理事長（現在） 

（重要な兼職の状況） 

理事長    公益財団法人ニッセイ文化振興

財団 

取締役会長  株式会社ニッセイ基礎研究所 

理事長    公益財団法人東京オペラシティ

文化財団 

社外監査役  三菱瓦斯化学株式会社 

0株 

６ 

     いま    い          まもる 

今 井   守 
 

(昭和23年12月４日生) 

昭和47年４月 当社入社 

平成17年４月 株式会社京急ストア取締役社長 

       (現在) 

平成19年６月 当社取締役（現在） 

（重要な兼職の状況） 

取締役社長  株式会社京急ストア 

28,000株 

７ 

     はら    だ    かず   ゆき 

原 田 一 之 
 

(昭和29年１月22日生) 

昭和51年４月 当社入社 

平成19年６月 当社取締役（現在） 

平成21年６月 当社鉄道本部事業計画推進部長 

       (現在） 

33,000株 

８ 

      た    なか   しん   すけ 

田 中 伸 介 
 

(昭和31年２月16日生) 

昭和53年４月 当社入社 

平成17年６月 当社総務部長（現在） 

平成19年６月 当社取締役（現在） 

34,000株 



〆≠●0 
03_0182001102206.doc 
京浜急行電鉄㈱様 招集 2010/05/21 20:28印刷 4/29 

― 58 ― 

 
候補者 
番 号 

氏    名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の 
株式の数 

９ 

     こく  しょう        しん 

國 生   伸 
 

(昭和30年５月24日生) 

昭和53年４月 当社入社 

平成19年６月 当社取締役（現在） 

平成21年６月 当社グループ戦略部長（現在） 

35,000株 

10 

      お    ぐら   とし   ゆき 

小 倉 俊 幸 
 

(昭和29年10月12日生) 

昭和53年４月 当社入社 

平成17年９月 当社鉄道本部蒲田連立・空港線

担当部長 (現在） 

平成19年６月 当社取締役（現在） 

34,000株 

11 

      み    とみ   とし    お 

三 富 利 夫 
 

(昭和24年８月18日生) 

昭和47年４月 当社入社 

平成21年６月 京急建設株式会社取締役社長 

       (現在） 

平成21年６月 当社取締役（現在） 

（重要な兼職の状況） 

取締役社長  京急建設株式会社 

39,090株 

12 

     みや   ざわ   かず   のり 

宮 沢 和 徳 
 

(昭和25年４月９日生) 

昭和49年４月 当社入社 

平成18年６月 京浜急行バス株式会社に転籍 

平成21年６月 同社専務取締役（現在） 

平成21年６月 当社取締役（現在） 

（重要な兼職の状況） 

専務取締役  京浜急行バス株式会社 

17,208株 

13 

     かわ   むら   みき    お 

河 村 幹 夫 
 

(昭和10年８月３日生) 

平成２年６月 三菱商事株式会社取締役 

平成６年６月 多摩大学教授（現在） 

平成18年４月 多摩大学統合リスクマネジメン

ト研究所長（現在） 

（重要な兼職の状況） 

教授     多摩大学 

5,000株 

14 

     たけ   うち         あきら 

竹 内   明 
 

(昭和24年５月29日生) 

昭和47年４月 当社入社 

平成11年５月 株式会社京急百貨店取締役 

平成14年４月 株式会社京急ストア常務取締役 

平成17年６月 株式会社京急ショッピングセン

ター取締役社長 

平成20年10月 ユニオネックス株式会社取締役

社長（現在） 

（重要な兼職の状況） 

取締役社長  ユニオネックス株式会社 

31,477株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の 
株式の数 

15 

      こ    やま   かつ    お 

小 山 勝 男 
 

(昭和27年４月11日生) 

昭和51年４月 当社入社 

平成15年６月 当社グループ戦略室部長兼情報

ビジネス企画部長 

平成16年10月 東京電機株式会社専務取締役 

平成17年９月 株式会社ホテル京急取締役 

平成18年６月 同社常務取締役 

平成19年５月 当社グループ業務監査部部長 

平成20年３月 当社グループ業務監査部長（現在) 

10,240株 

  
※1 石渡恒夫氏は、平成22年５月27日に株式会社さいか屋の社外取締役を退任いた

しました。 
※2 石塚護氏は、平成22年５月27日に株式会社さいか屋の社外取締役に就任いたし

ました。 
(注) 1. 候補者と当社との特別の利害関係 

小谷昌氏は、横浜新都市センター株式会社の代表取締役社長であり、同社は､ 
当社の営業の部類に属する取引（建物の賃貸、駐車場の経営）を行っておりま
す。当社との間には、建物の賃貸借の取引があります。また、同氏は、横浜新
都市サービス株式会社の代表取締役社長であり、同社は、当社の営業の部類に
属する取引（飲食店、駐車場の経営、広告業）を行っております。 

その他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
2. 田口弥、河村幹夫の両氏は、社外取締役候補者であります。 
3. 社外取締役候補者に関する特記事項は次のとおりであります。 
(1) 社外取締役候補者の選任理由について 

田口弥氏は、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映
していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

また、河村幹夫氏は、リスクマネジメントの専門家であり、かつ元経営者
として、豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため、社
外取締役として選任をお願いするものであります。 

(2) 社外取締役候補者が過去５年間に他の株式会社の取締役または監査役に就任
していた場合において、その在任中に当該株式会社で不当な業務執行が行わ
れた事実について 

田口弥氏が平成17年７月まで取締役を務めた日本生命保険相互会社は、平
成18年７月および平成20年７月に、同氏在任期間中における保険金等の支払
管理態勢等に関し、金融庁から業務改善命令を受けております。 

(3) 社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの在任年数について 
田口弥氏の社外取締役の在任年数は、本総会の終結の時をもって７年であ

ります。 
(4) 社外取締役との責任限定契約について 

当社は、田口弥氏との間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契
約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低
限度額となります。 

なお、田口弥、河村幹夫の両氏の選任が承認された場合は、両氏との間で
同様の内容による責任限定契約を締結する予定であります。 
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第３号議案 監査役２名選任について 

 
現任監査役４名のうち、森勝彦氏は、本総会の終結の時をもって辞任され

ます。また、監査体制の一層の充実、強化を図るため、監査役を１名増員す

ることとし、あわせて監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は、次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏    名 
（生年月日） 

略歴、地位および重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の 
株式の数 

１ 

      さ  く  ま    しん   いち 

佐久間 信 一 
 

(昭和22年４月15日生) 

平成10年５月 株式会社富士銀行新宿西口支店長 

平成12年６月 株式会社フォワードビルディン

グ取締役社長 

平成17年４月 株式会社千葉興業銀行常務執行

役員 

平成17年６月 同行取締役副頭取（現在） 

（重要な兼職の状況） 

取締役副頭取 株式会社千葉興業銀行※１ 

0株 

２ 

     とも   なが   みち    こ 

友 永 道 子 
 

(昭和22年７月26日生) 

昭和50年３月 公認会計士登録 

平成19年７月 日本公認会計士協会副会長（現在) 

平成20年７月 新日本有限責任監査法人シニア

パートナー（現在) 

（重要な兼職の状況） 

シニアパートナー 新日本有限責任監査法人※２ 

0株 

  
※1 佐久間信一氏は、平成22年６月29日に株式会社千葉興業銀行の取締役副頭取を

退任する予定であります。 
※2 友永道子氏は、平成22年６月22日に新日本有限責任監査法人のシニアパートナー

を退任する予定であります。 
(注) 1. 候補者と当社との特別の利害関係 

上記各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
2. 佐久間信一、友永道子の両氏は、社外監査役候補者であります。 
3. 社外監査役候補者に関する特記事項は次のとおりであります。 
(1) 社外監査役候補者の選任理由について 

佐久間信一氏は、地方銀行の代表取締役としての豊富な経験と幅広い見識
を当社の監査に反映していただくため、社外監査役として選任をお願いする
ものであります。 

また、友永道子氏は、財務および会計に関しての専門的な見識を当社の監
査に反映していただくため、社外監査役として選任をお願いするものであり
ます。なお、友永道子氏は、公認会計士として相当程度の会計監査の実務経
験を有するとともに、日本公認会計士協会副会長の要職も務めており、社外
監査役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。 
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(2) 社外監査役との責任限定契約について 
当社は、佐久間信一、友永道子の両氏の選任が承認された場合は、両氏と

の間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であ
り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額となります｡ 

 

第４号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職慰労金贈呈について 

 
取締役佐藤昌弘、大塚宏幸、市川昭司、谷澤幹男の４氏および監査役森勝

彦氏は、本総会の終結の時をもって退任されますので、それぞれ在任中の労

に報いるため、退職慰労金を贈呈することといたしたいと存じます。退任取

締役および退任監査役に対する退職慰労金につきましては、総額126,380,000

円を贈呈することとし、各氏に対する具体的金額、贈呈の時期、方法等は、

取締役については取締役会に、監査役については監査役の協議にご一任願い

たいと存じます。 

退任取締役および退任監査役各氏の略歴は、次のとおりであります。 
  

氏    名 略    歴 

佐 藤 昌 弘 

平成11年６月 当社取締役 

平成15年６月 当社常務取締役 

平成19年６月 当社専務取締役（現在) 

大 塚 宏 幸 

平成15年６月 当社取締役 

平成19年６月 当社常務取締役 

平成21年６月 当社専務取締役（現在） 

市 川 昭 司 
平成17年６月 当社取締役 

平成21年６月 当社常務取締役（現在） 

谷 澤 幹 男 
平成17年６月 当社取締役 

平成21年６月 当社常務取締役（現在） 

森   勝 彦 平成17年６月 当社常勤監査役（現在） 
 
 

第５号議案 役員賞与の支給について 

 
当期末時点の取締役16名（うち社外取締役１名）に対し、当期の業績等を

勘案して、役員賞与総額80,000,000円（取締役分78,800,000円、社外取締役

分1,200,000円）を支給することといたしたいと存じます。 
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第６号議案 当社株式等の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の継

続について 
 
当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、

当社株式等の大量取得行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます｡）

につき、ご承認願いたいと存じます。 

 

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

近年、わが国の資本市場においては、対象となる会社の取締役会との十

分な協議や合意などを経ることなく、突如として一方的に大量の株式買付

を行うという現象が起きております。当社は、このような株式の大量買付

行為であっても、安全性を最優先するとともに、沿線地域の発展のため、

グループが連携して事業を行い、相乗効果を図るという当社のグループ経

営を十分に理解し、企業価値・株主の皆様の共同の利益の確保・向上に資

するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、当

然のことですが、株式会社の経営権の移転を伴う買収提案についての判断

は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております｡ 

しかしながら、株式の大量買付行為のなかには、(1)企業価値・株主共同

の利益に侵害をもたらすもの、(2)株主に株式の売却を事実上強要するおそ

れのあるもの、(3)対象会社の株主や取締役会が、買付の条件等について検

討するための、十分な時間や情報を提供しないもの、(4)対象会社の取締役

会が、代替案を提案するための、十分な時間や情報を提供しないもの、(5)

対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すために、買

付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益

に資さないものも少なくありません。 

したがって、当社株式の大量買付を行う者は、株主の皆様の判断のため

に、必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、かつ、一定の検

討期間が経過した後にのみ当該大量買付行為を開始すべきである、と当社

は考えております。 

２．当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上への取り組みについて 

(1) 経営の基本方針 

   当社グループは、｢都市生活を支える事業を通して、新しい価値を創造

し、社会の発展に貢献する」ことを経営理念として、鉄道、バスなどの

交通事業を中心に、不動産、ホテル、レジャー、流通などの事業を展開

し、良質なサービスと商品の提供を行っております。これらの事業を通

して、｢地域密着・生活直結」型企業集団として当社線沿線を中心にグ

ループ経営を発展・強化し、企業価値の最大化を目指してまいります。 
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   当社グループは、安全の確保をすべての事業の根幹として位置づけて

おり、基幹事業である交通事業はもちろん、グループすべてのサービス

と商品を安心してご利用いただくための取り組みを、継続的に実施して

まいります。 

   また、当社グループの重要な戦略拠点である品川、羽田空港、川崎、

横浜、三浦半島地区において、新規事業の推進、既存事業の再構築およ

び営業強化等により、沿線価値のさらなる向上に努めてまいります。 

   さらに、コーポレート・ガバナンス体制の一層の強化を図るとともに､ 

コンプライアンスの重視、環境対策、地域社会への貢献など、社会的課

題につきましても積極的に取り組んでまいります。 

(2) 具体的な取り組み 

イ．事業環境の変化に対応した経営の変革 

  国内の経済情勢は、一部企業では収益に持ち直しの動きがみられた

ものの、依然として厳しい状況が続いており、また、中長期的には沿

線の人口減少も予想されております。このような厳しい事業環境のな

か、当社グループは、引き続き持続的な成長を目指すため、各事業に

ついて今後一層の選択と集中に取り組むとともに、変化に柔軟に対応

できる企業体質への変革を推進してまいります。 

ロ．安全・安心なサービス・商品の提供 

  当社グループは、すべての事業で安全・安心を最優先し、その確保

に全力を傾けてまいります。 

  鉄道事業では、安全管理体制を強化し、従業員へ安全意識の徹底を

図るとともに、橋梁改良、トンネル補修、法面防護などにより防災対

策を推進するほか、車両の新造、更新等においても安全性の向上に留

意し、安全輸送の確保および旅客サービスの向上に努めてまいります｡ 

また、利便性向上と混雑緩和を図るため、他社線との連絡駅である仲

木戸駅と杉田駅のホームを延伸し、８両編成の「エアポート急行」を

新設しましたが、今後さらにラッシュ時間帯の混雑緩和を図ってまい

ります。このほか、踏切除去による安全性の向上や交通渋滞の解消を

図るため、京急蒲田駅付近の高架化工事および大師線の地下化工事に

つきましても、計画どおりの完成を目指して鋭意推進してまいります｡ 

  当社グループは、鉄道のほか、バス、タクシー、ホテル、レジャー､ 

流通など、日々多くのお客さまをお迎えしておりますので、安全・安

心なサービス・商品の提供を最優先してまいります。 

ハ．羽田空港を中心とした事業展開 

  羽田空港は、本年10月の再拡張により、国内ネットワークの充実に

加え、国際定期便が就航するなど、大幅な機能強化が図られる予定で
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す。羽田空港への交通アクセスを担う当社グループは、総力を挙げて

羽田空港を中心とした事業展開を行ってまいります。 

  鉄道事業では、羽田空港の本格的な国際化にあわせ、羽田空港国際

線ターミナル駅を本年10月に開業いたします。また、京急蒲田駅付近

の上り線高架化に伴いダイヤ改正を実施し、｢エアポート快特」による

品川駅から羽田空港駅までのノンストップ運転を開始しました。さら

に、横浜方面から羽田空港に直通する「エアポート急行」を新設し、

羽田空港へのアクセス向上を図りました。今後も、京急蒲田駅付近の

下り線高架化の推進により、さらなる利便性の向上を図ってまいりま

す。 

  乗合・貸切自動車事業では、引き続き、路線の新設・充実による羽

田空港アクセスの強化に努めてまいります。また、深夜・早朝時間帯

に就航する予定の国際線を利用されるお客さまのため、鉄道アクセス

補完機能の強化を検討するなど、さらなる利便性の向上を図ってまい

ります。 

レジャー・サービス事業では、ホテル グランパシフィック ＬＥ 

ＤＡＩＢＡにシティホテルの経営資源を集中し、羽田空港の本格的な

国際化に向けて、海外からのお客さまへの営業活動を強化してまいり

ます。また、ビジネスホテル「京急ＥＸイン」の店舗網の拡充を図り､ 

利便性の向上と収益力の強化に努めてまいります。 

ニ．沿線価値の向上 

  鉄道事業では、安全・安定運行に努めるとともに、運行形態など戦

略的なダイヤ編成を行うことで、通勤・通学およびショッピング・レ

ジャー等の利便性向上を図ってまいります。また、すべてのお客さま

に使いやすい駅を実現するため、全駅のバリアフリー化を進めてまい

ります。 

  乗合・貸切自動車事業では、新規路線の開拓やダイヤ改正によって

旅客サービスの向上に努め、一層の収益基盤の強化に取り組んでまい

ります。 

  不動産販売業では、三浦半島をはじめ沿線の保有資産を活用し、自

然と調和した分譲地開発を行うほか、大師線港町駅に直結する大規模

マンションの販売活動を予定するなど、当社沿線を中心に少子高齢化

やライフスタイルの変化に適応した魅力ある住まいを提供してまいり

ます。 

  不動産賃貸業では、沿線を中心に展開している賃貸施設の競争力を

強化するため、優良な立地を活かした新規施設の展開を検討するとと

もに、既存施設の設備改修を進め、魅力あるテナントの誘致を積極的
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に行ってまいります。 

  また、大規模な再開発が計画されている品川駅周辺地区につきまし

ては、グループで保有する駅やショッピングセンター、賃貸ビルなど

の資産価値の最大化のため、引き続き行政や周辺の地権者などと協力

して再開発計画に参画し、安定的な収益基盤の確立を目指してまいり

ます。なお、ホテルパシフィック東京の建物等の資産につきましては､ 

ホテル閉館後、一部改装のうえ、ビジネスホテル、店舗等として、当

面、活用してまいります。今後、品川地区再開発計画の進捗にあわせ

て、活用方法を検討してまいります。 

  レジャー・サービス事業では、立地特性を活かしたシティホテル、

リゾートホテルおよびレジャー施設などによる営業展開を進め、収益

力の強化、新たな顧客層の獲得に努めてまいります。 

  流通事業では、国内景気の低迷による雇用情勢の悪化などにより、

消費マインドが収縮しており、非常に厳しい事業環境となっておりま

すが、沿線地区を中心に新規出店を行い、沿線を中心としたお客さま

の利便性の向上に努めてまいります。また、百貨店、ストア、ショッ

ピングセンターなどで、お客さまの多様なニーズに対応するため、品

揃えの充実や売場改装などを行うほか、㈱セブン－イレブン・ジャパン

との業務提携による「駅ナカ」の活性化も積極的に進め、収益の向上

に努めてまいります。 

  このほか、ＩＣカード乗車券「ＰＡＳＭＯ」と京急カードとの連携

サービスや、ＰＡＳＭＯ電子マネー、京急グループポイントサービス

の一層の利用拡大を図ることにより、お客さまの利便性を高め、新た

な価値を創造してまいります。 

ホ．企業の社会的責任に対する取り組み 

  当社グループは、今後も、コーポレート・ガバナンス体制の一層の

強化による経営の透明性・健全性の確保を図るとともに、コンプライ

アンスを重視した経営、環境対策、地域社会への貢献などに取り組ん

でまいります。 

  コーポレート・ガバナンス体制といたしましては、法令に従い取締

役が相互に職務執行を監督しているほか、高い独立性を有する社外取

締役と社外監査役が、法令はもちろん社会規範を順守する視点からも

経営を監視しております。また、グループ全体で法令順守の理念の実

現に向け、グループ一体となったコンプライアンス体制の構築・強化

を図ることなどにより、業務の適正性の確保に努めております。さら

に、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への取り組みを一層強

化し、財務報告の信頼性向上を図るとともに、情報セキュリティの強
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化に努めてまいります。 

  環境対策につきましては、引き続き、環境負荷に配慮した鉄道車両

やバス車両の導入および保有ビルの省エネ化など、様々な環境対策に

取り組んでまいります。また、宅地開発等の推進にあたり、緑地の保

全に努め、自然環境保護と沿線価値の向上の両立を図ってまいります｡ 

このほか、バリアフリー化の推進、障がい者の雇用促進、沿線観光資

源への旅客誘致など、地域社会への貢献にも努めてまいります。 

 当社グループは、経済および社会環境の変化に柔軟に対応し、必要に

応じて事業再編、組織改革を図るとともに、経営資源の有効活用、グ

ループ資産効率の最大化を目指し、グループ経営力を高め、財務体質お

よび競争力の強化を図ってまいります。 

 これらの課題への取り組みを通して、地域に根ざした企業として都市

生活を支え、社会の発展に貢献するとともに、企業価値の最大化に努め

てまいります。 

３．本プランの基本的考え方 

当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、

４．以下に定める本プランの内容に従った具体的な対応策を継続し、本プ

ランの内容を、東京証券取引所における適時開示、当社事業報告等の法定

開示書類における開示、当社ホームページ等への掲載等の方法で周知させ

ることにより、当社株式等の大量取得行為を行う者が順守すべき手続があ

ること、ならびに、当社が、以下の行使条件および取得条項が付された新

株予約権の無償割当てを実施することがあり得ることを事前に警告するこ

とをもって、当社の買収防衛策といたします。 

(1) 買付者等（下記４．(1)イ．において定義されます。以下同じ｡）によ

る権利行使は認められないとの行使条件 

(2) 買付者等以外の者から株式と引き換えに新株予約権を取得するとの取

得条項 

本プランにおいては、当社取締役会の恣意的判断を排するため、独立委

員会規程（その概要については別紙１をご参照ください｡）に従い、(1)当

社社外取締役、(2)当社社外監査役、または(3)社外の有識者（実績ある会

社経営者、弁護士、公認会計士および学識経験者等）で、当社経営陣から

独立した者のみから構成される独立委員会の判断を経るとともに、株主の

皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしていま

す。独立委員会の委員は、別紙２の３氏が就任する予定であります。 

なお、平成22年３月31日現在における当社大株主の状況は、事業報告 

(18頁）に記載のとおりです。 



〆≠●0 
03_0182001102206.doc 
京浜急行電鉄㈱様 招集 2010/05/21 20:28印刷 13/29 

― 67 ― 

４．本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及

び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み） 

(1）本プランの発動にかかる手続 

イ．対象となる買付等 

本プランは、下記(ｲ)または(ﾛ)に該当する当社株式等の買付または

これに類似する行為（以下「買付等」という｡）がなされる場合を適用

対象とする。買付等を行う者または提案する者（以下「買付者等」と

いう｡）は、あらかじめ本プランに定められる手続に従うこととする。 

(ｲ) 当社が発行者である株式等1について、保有者2の株式等保有割合3

が20％以上となる買付 

(ﾛ) 当社が発行者である株式等4について、公開買付け5を行う者の株

式等所有割合6およびその特別関係者7の株式等所有割合の合計が

20％以上となる公開買付け 

ロ．買付者等に対する情報提供の要求 

買付者等は、当社取締役会が別段の定めをした場合を除き、買付等

の実行に先立ち、当社取締役会に対して、以下の各号に定める情報 

(以下「本必要情報」という｡）および当該買付者等が買付等に際して

本プランに定める手続を順守する旨の誓約文言等を記載した書面 (以

下「買付説明書」と総称する｡）を当社の定める書式により提出する。 

当社取締役会は、当該買付説明書の記載内容が本必要情報として不

十分であると判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限を定

めたうえ、追加的に情報を提供するよう求めることがある。この場合、

買付者等においては、当該期限までに、かかる情報を追加的に提供する。 

(ｲ) 買付者等およびそのグループ（共同保有者8、特別関係者および 

(ファンドの場合は）各組合員その他の構成員を含む｡）の詳細 (具

体的名称、資本構成、事業内容、財務内容等を含む｡) 

(ﾛ) 買付等の目的、方法および内容（買付等の対価の価額・種類、買

付等の時期、関連する取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付

等の実現可能性を含む｡） 

(ﾊ) 買付等の価格の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用

いた数値情報および買付等にかかる一連の取引により生じることが

予想されるシナジーの内容、そのうち少数株主に対して分配される

シナジーの内容を含む｡） 

(ﾆ) 買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含む｡）の

具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含む｡） 

(ﾎ) 買付等に際しての独立委員会との間における意思連絡の有無およ

び意思連絡がある場合はその内容 
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(ﾍ) 買付等の後における当社および当社グループの経営方針、事業計

画、資本政策および配当政策 

(ﾄ) 買付等の後における当社の従業員、労働組合、取引先、顧客、地

域社会その他の当社にかかる利害関係者の処遇等の方針 

(ﾁ) 当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策 

(ﾘ) その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

 なお、独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続に従う

ことなく買付等を開始したものと認められる場合には、引き続き買付

説明書および本必要情報の提出を求めて買付者等と協議・交渉を行う

べき特段の事情がある場合を除き、原則として、下記ニ．(ｲ)記載のと

おり、当社取締役会に対して、下記(3)にその概要が記載される新株予

約権（以下「本新株予約権」という｡）の無償割当て、その他独立委員

会が適切と認めた対抗措置（以下「本新株予約権の無償割当て」とい

う｡）を実施することを勧告する。 

ハ．買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討 

(ｲ) 当社取締役会に対する情報提供の要求 

独立委員会は、買付者等から買付説明書および（もしあれば）独

立委員会から追加提出を求められた本必要情報が提出された場合、

当社取締役会に対しても、独立委員会が定める合理的な期間内（た

だし、原則として30日間を超えないものとする｡）に、買付者等の買

付等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとする。以

下同じ｡)、その根拠資料、および代替案（もしあれば）その他独立

委員会が適宜必要と認める情報・資料等を提示するよう要求するこ

とがある。 

(ﾛ) 独立委員会による検討作業 

買付者等および（当社取締役会に対して上記のとおり情報・資料

等の提示を要求した場合には）当社取締役会から情報・資料等（追

加的に要求したものも含む｡）の提供が十分になされたと独立委員会

が認めた場合、対価を円価現金のみとする公開買付けによる当社全

株式の買付の場合は原則として60日間を超えない検討期間、その他

の買付等の場合は原則として90日間を超えない検討期間（以下 ｢独

立委員会検討期間」という｡）を独立委員会は設定する。 

独立委員会は、独立委員会検討期間内において買付者等および当

社取締役会から提供された情報・資料等に基づき、当社の企業価

値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、買付者等の買付等の

内容の検討、当社取締役会による代替案の検討および買付者等と当

社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等を行う。 
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買付者等は、独立委員会が、独立委員会検討期間において、当社

取締役会を通じて、検討資料その他の情報提供、協議・交渉等を求

めた場合には、すみやかにこれに応じなければならないものとする｡ 

なお、買付者等は、独立委員会検討期間が終了するまでは、買付等

を開始することはできないものとする。 

独立委員会の判断が、当社の企業価値・株主共同の利益に資する

ようになされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用

で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計

士、弁護士、コンサルタントその他の専門家等）の助言を得ること

ができるものとする。 

(ﾊ) 株主およびステークホルダーに対する情報開示 

独立委員会は、自らまたは当社取締役会等を通じて、買付者等か

ら買付等の提案がなされた事実とその概要、本必要情報の概要、独

立委員会検討期間の開始、延長および終了、その他独立委員会が適

切と判断する事項について、すみやかに情報開示を行う。 

ニ．独立委員会における判断方法 

独立委員会は、買付者等が出現した場合において、以下の手続に従

い、当社取締役会に対する勧告を行うものとする。なお、独立委員会

が当社取締役会に対して下記(ｲ)ないし(ﾊ)に定める勧告または決議を

した場合、その他独立委員会が適切と考える場合には、独立委員会は､ 

当該勧告または決議の事実とその概要その他独立委員会が適切と判断

する事項（下記(ﾊ)に従い独立委員会検討期間を延長する旨の決議を行

う場合には、当該延長期間および当該延長期間が必要とされる具体的

理由を含む｡）について、自らまたは当社取締役会を通じて、すみやか

に情報開示を行う。 

(ｲ) 独立委員会が本プランの発動を勧告する場合 

独立委員会は、買付者等が上記ロ．およびハ．に規定する手続を

順守しなかった場合、または買付者等の買付等の内容の検討、買付

者等との協議・交渉の結果、買付者等による買付等が下記(2)「本新

株予約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれかに該当し、

本新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した

場合には、独立委員会検討期間の開始または終了の有無を問わず、

当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施すること

を勧告する。 

ただし、独立委員会は、いったん本新株予約権の無償割当ての実

施の勧告をした後も、以下のいずれかの事由に該当すると判断した

場合には、本新株予約権の無償割当ての効力発生日までは本新株予
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約権の無償割当ての中止、本新株予約権の無償割当ての効力発生日

後、本新株予約権の行使期間の初日の前日までは本新株予約権の無

償取得を含む別個の判断を行い、これを当社取締役会に対して勧告

することができるものとする。 

ａ．当該勧告後に買付者等が買付等を撤回した場合、その他買付等

が存しなくなった場合 

ｂ．当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付

者等による買付等が下記(2)「本新株予約権の無償割当ての要件」

に定める要件のいずれにも該当しないか、または該当しても直ち

に本新株予約権の無償割当てを実施することが相当ではない場合 

(ﾛ) 独立委員会が本プランの不発動を勧告する場合 

独立委員会は、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等との協

議・交渉の結果、買付者等による買付等が下記(2)「本新株予約権の

無償割当ての要件」に定める要件のいずれにも該当しないか、もし

くは該当しても本新株予約権の無償割当てを実施することは相当で

はないと判断した場合、または当社取締役会が独立委員会の要求に

かかわらず上記ハ．に規定する意見および独立委員会が要求する情

報・資料等を所定期間内に提示しなかった場合には、独立委員会検

討期間の開始または終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、

本新株予約権の無償割当てを実施しないことを勧告する。 

ただし、独立委員会は、いったん本新株予約権の無償割当ての不

実施の勧告をした後でも、当該勧告の判断の前提となった事実関係

等に変動が生じ、買付者等による買付等が下記(2)「本新株予約権の

無償割当ての要件」に定める要件のいずれかに該当し、本新株予約

権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、

本新株予約権の無償割当ての実施を含む別個の判断を行い、これを

当社取締役会に勧告することができるものとする。 

(ﾊ) 独立委員会が独立委員会検討期間の延長を行う場合 

独立委員会が、当初の独立委員会検討期間終了時までに、本新株

予約権の無償割当ての実施または不実施の勧告を行うに至らない合

理的な理由がある場合には、独立委員会は、当該買付者等の買付内

容の検討、当該買付者等との協議・交渉・代替案の検討等、合理的

に必要とされる範囲内で、独立委員会検討期間を延長する旨の決議

を行う（ただし、延長の期間は最大30日間とする｡)。 

上記延長の決議により独立委員会検討期間が延長された場合、独

立委員会は、引き続き、情報収集、検討等を行うものとし、延長期

間内に本新株予約権の無償割当ての実施または不実施の勧告や代替
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案の提示等を行うよう最大限努めるものとする。 

ホ．取締役会の決議 

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を受けて、これを最大限尊

重して最終的にすみやかに本新株予約権の無償割当ての実施または不

実施に関する会社法上の機関としての決議を行うものとする。 

当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合、当該決議の概要

その他当社取締役会が適切と判断する事項について、すみやかに情報

開示を行う。 

へ．本新株予約権の無償割当ての中止、無償取得 

当社取締役会が上記ホ．の手続に従い本新株予約権の無償割当ての

実施を決議した後であっても、本新株予約権の行使期間の初日の前日

までの間において、(ｲ)買付者等が買付等を中止した場合または(ﾛ)無

償割当てを実施するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が

生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観

点から実施した本新株予約権の無償割当てを維持することが相当でな

いと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、独立委員会

の勧告に基づき、または勧告の有無もしくは勧告の内容にかかわらず､ 

(本新株予約権の無償割当ての効力発生日前においては）本新株予約権

の無償割当てを中止する旨、または、(本新株予約権の無償割当ての効

力発生日後においては）本新株予約権の無償取得を行う旨の決議を行

うことができるものとする。 

当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議の概要その他当

社取締役会が適切と判断する事項について、すみやかに情報開示を行う｡ 

(2) 本新株予約権の無償割当ての要件 

当社は、買付者等が上記(1)「本プランの発動にかかる手続」ロ．およ

びハ．に規定する手続を順守しなかった場合、または、買付者等による

買付等が下記のいずれかに該当し、本新株予約権の無償割当てを実施す

ることが相当であると認められる場合、上記(1)「本プランの発動にかか

る手続」ホ．に記載される当社取締役会の決議により、本新株予約権の

無償割当てを実施するものとする。なお、上記(1)「本プランの発動にか

かる手続」ニ．のとおり、本新株予約権の無償割当てを実施することが

相当であるかどうかについては、必ず独立委員会の判断を経ることとする｡ 

イ．下記に掲げる行為その他これに類似する行為により、当社の企業価

値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付

等である場合 

(ｲ) 株式等を買い占め、その株式等につき当社に対して高値で買取を

要求する行為 
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(ﾛ) 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取

得する等、当社の犠牲のもとに買付者等の利益を実現する経営を行

うような行為 

(ﾊ) 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済

原資として流用する行為 

(ﾆ) 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していな

い高額資産等を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当

をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値

で売り抜ける行為 

ロ．強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく､ 

二段階目の買付条件を株主に対して不利に設定し、あるいは明確にし

ないで、公開買付け等の株式等の買付を行うことをいう｡）等、株主に

株式等の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合 

ハ．買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の

適法性、買付等の実行の可能性、買付等の後における当社の従業員、

労働組合、取引先、顧客、地域社会その他の当社にかかる利害関係者

の処遇等の方針等を含む｡）が、当社の本源的価値に鑑み、著しく不十

分または不適当な買付等である場合 

ニ．買付者等による買付等の後の経営方針または事業計画等の内容が不

十分または不適当であるため、鉄道事業の安全性もしくは公共性また

は顧客の利益の確保に重大な支障をきたすおそれのある買付等である

場合 

ホ．当社の企業価値を生み出すうえで必要不可欠な当社グループの従業

員、取引先等との関係または当社グループの企業文化を破壊すること

等により、当社グループの企業価値・株主共同の利益を著しく毀損す

る買付等である場合 

(3）本新株予約権の無償割当ての概要 

本プランに基づき実施する本新株予約権の無償割当ての概要は、別紙３

「新株予約権無償割当ての概要」に記載のとおりとする。 

(4）本プランの有効期間、廃止および変更 

本プランの有効期間は、本定時株主総会において株主の皆様にご承認

いただけることを条件に、同日から平成23年６月開催予定の定時株主総

会終結の時まで延長されるものとする。 

ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会におい

て本プランを変更または廃止する旨の決議が行われた場合には、本プ

ランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるものとする。

また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により
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本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点

で廃止されるものとする。 

なお、当社取締役会は、本プランに反しない範囲、または会社法、金

融商品取引法、その他の法令もしくは金融商品取引所規則の変更または

これらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により合理的

に必要と認められる範囲で、独立委員会の承認を得たうえで、本プラン

を修正し、または変更する場合がある。 

当社は、本プランが廃止または変更された場合には、当該廃止または

変更の事実および（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会また

は独立委員会が適切と認める事項について、すみやかに情報開示を行う｡ 

５．本プランの合理性 

(1）買収防衛策に関する指針の要件をすべて充足していること 

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した 

｢企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する

指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則､ 

事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）をすべて充足

しています。また、本プランは、企業価値研究会が平成20年６月30日に

発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容

も踏まえています。 

(2）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

本プランは、当社株式等に対する買付等がなされた際に、当該買付等

に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代

替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために

買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価

値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入され

るものです。 

(3）株主意思を重視するものであること 

上記４．(4)「本プランの有効期間、廃止および変更」に記載したとお

り、本プランは、本定時株主総会において株主の皆様にご承認いただけ

ることを条件に有効期間が延長されるものです。同株主総会において本

プランの継続についてご承認いただいた後も、その後の当社株主総会に

おいて、本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には、本プラン

も当該決議に従い変更または廃止されることになります。以上の意味に

おいて、本プランの存廃および内容は、当社株主総会の意思に基づくこ

とになっております。 

(4）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社は、本プランの導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除
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し、株主の皆様のために本プランの発動等の運用に際しての実質的な判

断を客観的に行う機関として独立委員会を設置しており、本プランの継

続に際しても引き続きこれを設置することとしております。 

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社

の社外取締役、社外監査役または社外の有識者から選任される委員３名

以上により構成されます。 

また、独立委員会の判断概要については必要に応じ株主の皆様に情報

開示をすることとし、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で

本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しています。 

(5）合理的な客観的発動要件の設定 

本プランは、上記４．(1)「本プランの発動にかかる手続」ニ．および

４．(2)「本新株予約権の無償割当ての要件」にて記載したとおり、あら

かじめ定められた合理的客観的発動要件が充足されなければ発動されな

いように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止する

ための仕組みを確保しています。 

(6）第三者専門家の意見の取得 

上記４．(1)「本プランの発動にかかる手続」ハ．にて記載したとおり､ 

買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者 

(ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタン

トその他の専門家等）の助言を得ることができるものとされていること

により、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保された

仕組みとなっています。 

(7）デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと 

上記４．(4)「本プランの有効期間、廃止および変更」に記載したとお

り、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締

役会により廃止することができることから、当社の株式等を大量に買い

付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成され

る取締役会により、本プランを廃止することが可能です。したがって、

本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を

交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

また、当社は取締役任期が１年のため、本プランは、スローハンド型

買収防衛策 (取締役会の構成の交代を一度に行うことができないため、

その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 

６．株主および投資家の皆様への影響 

(1）本プランの導入時に株主および投資家の皆様に与える影響 

本プランの導入時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行

われませんので、株主および投資家の皆様の権利・利益に直接具体的な

影響が生じることはありません。 
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前述の４．において述べたように、買付者等が本プランを順守するか

否かにより当該買付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、株

主および投資家の皆様におかれましては、買付者等の動向にご注意くだ

さい。 

(2）本新株予約権の無償割当時に株主および投資家の皆様に与える影響 

当社取締役会が本新株予約権の無償割当決議において、別途定める割

当期日における株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株

予約権１個を上限として当社取締役会が本新株予約権の無償割当決議に

おいて別途定める割合で、本新株予約権が無償で割り当てられます。仮

に、株主の皆様が、権利行使期間内に、所定の行使価額等の金銭の払込

みその他下記(3)「本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要

となる手続」イ．において記載する本新株予約権の行使にかかる手続を

経なければ、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保

有する当社株式が希釈化することになります。ただし、当社は、下記(3) 

｢本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続」ロ．

に記載する手続により、買付者等以外の株主の皆様から本新株予約権を

取得し、それと引換えに当社株式を交付することがあります。当社がか

かる取得の手続をとった場合、買付者等以外の株主の皆様は、本新株予

約権の行使および所定の行使価額相当の金銭の払込みをすることなく、

当社株式を受領することとなるため、保有する当社株式の希釈化は生じ

ません。 

なお、当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合

であっても、上記４．(1)｢本プランの発動にかかる手続」ヘ．に記載す

る手続に従い、当社取締役会が無償割当ての中止または無償取得を決定

した場合には、当社株式の株価に相応の変動が生じる可能性があります｡ 

例えば、本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後にお

いて、当社が本新株予約権の無償割当てを中止し、または、本新株予約

権を無償取得して新株を交付しない場合には、株主の皆様が保有する当

社株式１株あたりの経済的価値の希釈化は生じないことになるため、当

社株式１株あたりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買

を行った株主および投資家の皆様は、株価の変動により不測の損害を被

る可能性がある点にご留意ください。 

(3）本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続 

イ．本新株予約権の行使の手続 

当社は、割当期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様

に対し、原則として、本新株予約権の行使請求書（行使にかかる本新

株予約権の内容および数、本新株予約権を行使する日等の必要事項、

および株主ご自身が本新株予約権の行使条件を充足すること等につい
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ての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式

によるものとします｡）その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を

送付します。本新株予約権の無償割当て後、株主の皆様におかれまし

ては、本新株予約権の行使期間内に、これらの必要書類を提出したう

え、本新株予約権１個あたり金１円を下限とし、当社株式１株の時価

の50％相当額を上限として当社取締役会が本新株予約権の無償割当決

議において定める価格を払込取扱場所に払込むことにより、１個の本

新株予約権につき、原則として１株の当社株式が交付されることにな

ります。 

ロ．本新株予約権の取得の手続 

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場

合、法定の手続に従い、当社取締役会が別途定める日において本新株

予約権を取得し、これと引き換えに当社株式を株主の皆様に交付する

ことがあります。なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途、ご

自身が買付者等ではないこと等についての表明保証条項、補償条項そ

の他の誓約文言を含む当社所定の書式による書面をご提出いただくこ

とがあります。 

上記のほか、割当方法、行使の方法および当社による取得の方法の

詳細につき、本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議

が行われた後、株主の皆様に対して公表または通知いたしますので、

当該内容をご確認ください。 
 
 
1 金融商品取引法第27条の23第１項に定義される「株券等」を意味するものとする。以

下別段の定めがない限り同じ。なお、本プランにおいて引用される法令等に改正（法
令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含む｡）があった場合には、本プ
ランにおいて引用される法令等の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を除き、
当該改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に読
み替えられるものとする。 

2 金融商品取引法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含む（当社取締役会
がこれに該当すると認めた者を含む｡)。以下同じ。 

3 金融商品取引法第27条の23第４項に定義される「株券等保有割合」を意味するものと
する。以下同じ。 

4 金融商品取引法第27条の２第１項に定義される「株券等」を意味するものとする。 
5 金融商品取引法第27条の２第６項に定義される公開買付けをいう。以下同じ。 
6 金融商品取引法第27条の２第８項に定義される「株券等所有割合」を意味するものと

する。以下同じ。 
7 金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者（当社取締役会がこれに該

当すると認めた者を含む｡）をいう。ただし、同項第１号に掲げる者については、発
行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定め
る者を除く。以下同じ。 

8 金融商品取引法第27条の23第５項に規定される共同保有者をいい、同条第６項に基づ
き共同保有者とみなされると当社取締役会が認めた者を含む。以下同じ。 
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別紙１ 

独立委員会規程の概要 

 

１．独立委員会は、当社取締役会の決議により設置される。 

２．独立委員会の委員は、３名以上とし、当社経営陣から独立している、(1)

当社の社外取締役、(2)当社の社外監査役または(3)社外の有識者のいずれ

かに該当する者の中から当社取締役会が選任する。ただし、社外の有識者

は、実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学

識経験者またはこれらに準ずる者とし、また、別途当社が指定する善管注

意義務条項等を含む契約を当社との間で締結した者とする。 

３．独立委員会の委員の任期は、選任の時から１年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。ただし、

当社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りではない。ま

た、社外取締役、社外監査役で独立委員会委員である者が取締役、監査役

でなくなった場合には、独立委員会委員の任期も同時に終了する。 

４．独立委員会は、必要に応じて、当社の取締役、監査役、従業員その他必

要と認める者を出席させ、その意見または説明を求めることができる。 

５．独立委員会は、随時開催できることとし、その決議は委員の全員が出席

し、その過半数をもって行う。ただし、委員に事故あるときその他やむを

得ない事由があるときは、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行

う。 

６．独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定

内容を、理由を付して当社取締役会に対して勧告する。独立委員会は、か

かる勧告があった事実とその概要その他独立委員会が適切と判断する事項

について、自らまたは当社取締役会を通じて、すみやかに情報開示を行う｡ 

なお、独立委員会の各委員は、決定等にあたっては、当社の企業価値・

株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、専ら自

己または当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。 

(1）本プランの発動にかかる新株予約権の無償割当ての実施または不実施 

(2）本プランの発動にかかる新株予約権の無償割当ての中止または無償取得 

(3）その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委

員会に諮問した事項 

７．独立委員会は、６．に定める事項に加え、以下の各号に記載される事項を

行うことができる。 

(1）本プランの対象となる買付等への該当性の判断 



〆≠●0 
03_0182001102206.doc 
京浜急行電鉄㈱様 招集 2010/05/21 20:28印刷 24/29 

― 78 ― 

(2）買付者等および当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報、意見、

代替案、資料の決定およびその回答期限の設定 

(3）独立委員会の検討期間の設定（ただし、原則として対価を円価現金の

みとする公開買付けによる当社全株式の買付の場合は原則として60日間

を超えない検討期間とし、その他の買付等の場合は原則として90日間を

超えない検討期間とする｡）および当該期間の延長 

(4）買付者等の買付等の内容の精査・検討 

(5）買付者等との交渉・協議 

(6）代替案の検討 

(7) 株主に対する代替案の提示 

(8) 本プランの廃止または変更の承認（ただし、変更については、本プラン

の基本方針に反しない範囲、または、会社法、金融商品取引法、その他

の法令もしくは金融商品取引所規則の変更またはこれらの解釈・運用の

変更、または税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範

囲に限る｡） 

(9) その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた

事項 

(10) 当社の取締役会が、別途独立委員会が行うことができるものと定めた

事項 

８．独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・ア

ドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家等）の

助言を得ること等ができる。 
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別紙２ 

独立委員会委員略歴 

 

境  政郎（さかい まさお） 

昭和15年１月 生まれ 

昭和39年４月 ㈱フジテレビジョン入社 

平成９年６月 同社取締役 

平成13年６月 同社常務取締役 

平成14年６月 富山テレビ放送㈱取締役 現在に至る 

平成17年６月 ㈱エフシージー総合研究所取締役社長 現在に至る 

※同氏と当社の間に特別の利害関係はありません。 

 

野村  稔（のむら みのる） 

昭和19年９月 生まれ 

昭和58年４月 早稲田大学法学部（現 法学学術院）教授 現在に至る 

平成16年４月 早稲田大学大学院法務研究科教授 現在に至る 

※同氏と当社の間に特別の利害関係はありません。 

 

須藤  修（すどう おさむ） 

昭和27年１月 生まれ 

昭和55年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会） 

昭和58年４月 東京八重洲法律事務所パートナー 

平成５年４月 あさひ法律事務所開設・パートナー 

平成11年６月 須藤・髙井法律事務所開設・パートナー 現在に至る 

※同氏と当社の間に特別の利害関係はありません。 
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別紙３ 

新株予約権無償割当ての概要 

 

１．本新株予約権の数 

当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての取締役会決議（以下「本

新株予約権無償割当決議」という｡）において別途定める割当期日（以下 

｢割当期日」という｡）における当社の最終の発行済株式総数（ただし、同

時点において当社の有する当社株式の数を控除する｡）と同数を上限として､ 

当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定める数とする。 

２．割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に

対し、その保有する当社株式１株につき本新株予約権１個を上限として当

社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定める割合で、本新

株予約権を無償で割り当てる。 

３．本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定める日とする｡ 

４．本新株予約権の目的である株式の種類および数 

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約

権１個あたりの目的である株式の数（以下「対象株式数」という｡）は、別

途調整がない限り１株とする。 

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権

の行使に際して出資される財産の当社株式１株あたりの価額は、金１円を

下限とし、当社株式１株の時価の50％相当額を上限とする金額の範囲内で､ 

当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定める価額とする｡ 

６．本新株予約権の行使期間 

本新株予約権の無償割当ての効力発生日、または本新株予約権無償割当

決議において当社取締役会が別途定める日を初日とし、１か月間から２か

月間までの範囲で、当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別

途定める期間とする。ただし、下記９．(2)に基づき当社による本新株予約

権の取得がなされる場合、当該取得にかかる本新株予約権についての行使

期間は、当該取得日の前営業日9までとする。また、行使期間の最終日が行

使に際して払い込まれる金銭の払込みの取扱場所の休業日にあたるときは､ 

その翌営業日を最終日とする。 

７．本新株予約権の行使条件 

(1）特定大量保有者10 

(2）特定大量保有者の共同保有者 
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(3）特定大量買付者11 

(4）特定大量買付者の特別関係者 

(5）上記(1)ないし(4)に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承

認を得ることなく譲り受けもしくは承継した者 

(6）上記(1)ないし(5)記載の者の関連者12（以下(1)ないし(6)に該当する

者を「特定買付者等」と総称する｡） 

上記記載の者は、原則として本新株予約権を行使することができない。 

８．本新株予約権の譲渡 

本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する｡ 

９．当社による本新株予約権の取得 

(1）当社は、本新株予約権の行使期間の初日の前日までの間いつでも、当

社が本新株予約権を取得することが適切であると当社取締役会が認める

場合には、当社取締役会が別に定める日において、すべての本新株予約

権を無償で取得することができるものとする。 

(2）当社は、当社取締役会が別に定める日において、特定買付者等以外の

者が有する本新株予約権のうち当社取締役会が定める当該日の前営業日

までに未行使の本新株予約権のすべてを取得し、これと引き換えに、本

新株予約権１個につき対象株式数の当社株式を交付することができる。

当社が取得を実施した以降に、特定買付者等以外の第三者が譲渡等によ

り特定買付者等が有していた本新株予約権を有するに至った場合等には､ 

当社はかかる本新株予約権の取得を複数回行うことができる。 
 
 
9 営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をい

う。以下同じ。 
10 当社が発行者である株式等の保有者で、当該株式等にかかる株式等保有割合が20％以

上となると当社取締役会が認めた者をいう。 
11 公開買付けによって当社が発行者である株式等（金融商品取引法第27条の２第１項に

定義される「株券等」を意味するものとする。以下、本脚注において同じ｡）の買付

等（同法第27条の２第１項に定義される買付け等をいう。以下、本脚注において同

じ｡）を行う旨の公告を行った者で、当該買付等の後におけるその者の所有（これに

準ずるものとして同法施行令第７条第１項に定める場合を含む｡）にかかる株式等の

株式等所有割合がその者の特別関係者の株式等所有割合と合計して20％以上となると

当社取締役会が認めた者をいう。 
12 ある者の関連者とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と

共同の支配下にある者をいう。｢支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の

決定を支配している場合」(会社法施行規則第３条第３項に定義される｡）をいう。 
 

以  上 
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<メ モ 欄> 
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<メ モ 欄> 
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株主総会会場ご案内図 

 

 
東京都港区高輪３丁目13番３号 
ホテルパシフィック東京 １階 萬葉の間 

 




